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Abstract 

Democracy's concept in the Western modern times in the 17th century has formed by the 

limit of the long strife since ancient civilization. Today's people live in democracy society. 

However, democracy-like behavior is forgot. That's because the mankind doesn't know the way 

which restrains use of desire and power enough yet. 

The ideal which is democracy by this paper, the plan which is sublimated to society which 

balance like public welfare was considered basically. 

 

要旨 

 17 世紀西洋近代における民主主義の概念は、古代文明以来の長期な闘争の果てに生じた。

しかし現代の人々は、民主主義社会に生息しているにも関わらず、民主主義を避けているかの

行動をしている。 

それは、人類が欲望と権力の使用を抑制する術を未だ十分心得ていないからである。 

 本論文では、民主主義の理想を厚生的に均衡する社会へ昇華する方策の、基礎的検討を行

った。 
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内容梗概 

 

 西洋の 17 世紀近代に端を発する社会の民主主義制は、社会の在り方として確かに理想を唱

っており、世界の諸国では、それに基づく実定法として定着している。しかし、現実の世界では

絶え間ない紛争が生じ、かつ、各国内での社会不安は収まるところを知らない。 

 それは民主主義を、たんに成文法として掲げるにしても、社会の内実として、それを攪乱する

要因が後を絶たないことを表わしている。またそれは、社会の理想を表面的に掲げることに限界

があるのであり、各国における独特な文化事情との整合性をとる必要の自覚を要するのだ、と考

えられる。 

 そのように考える限り、資本主義経済のグローバリゼーションが世界的に展開すると同時に、

各国の民主主義の在り方も同調しなければならないかの風潮があるが、それらグローバリゼー

ションが各国の特異性を無視する限り、成功裏に終わることはないと考えられる。 

 すなわち、各国の文化的特性を相互に敬意を払いつつ共感する関係を築くことが、各国内の

社会事情と世界社会が同時に安定化する指向性を与えるキー概念であると考えられる。ここに、

筆者が提唱する「自然法源」の考え方が有効であろうと思われる。 

 また、先の民主主義思想は、西洋文明が絶えざる階級的闘争の末にたどり着いた思想であり、

その思想に社会的厚生化なる思想も法的に唱われており、それをそのままに実行されることは

確かに理想的である。しかし、その思想を法的に定着するのみでは、歴史的にみて常に、その

理想の内側から闘争の本性が顔をのぞかせるのであり、現実的に十全と言い難い状況をきたし

ている。 

 それゆえ、本稿の表題を「厚生均衡社会」としたのは、形式的な民主的成文法を掲げるのみ

でなく、各レベルの社会の内実
．．．．．

が厚生（社会のよさ）的な均衡を目指す必要があるとの考えによ

る。 

 そのような筆者の思考は必ずしも独自なものでなく、現代経済学を転換するかの思想を提出

しているアマルティア・セン氏のケイパビリーティー理論や、哲学では既存のリジッドな観念主義

的思潮から離れた解釈学的哲学が学問的潮流を創ろうとしている。そして、それら学問の底流

には、第 1,2 次大戦の最中のドイツで、ユダヤ系ドイツ人として「社会」の在り方そのものを厳しく

問いたださざるを得なかった、フランクフルト・社会学研究所を中心とする研究結果は、とみに傾

聴に値するものであると、考えられる。 

 とくに社会学研究所の T・アドルと M・ホルクハイマーが、ナチス・ファシズムも西洋近代以降の

啓蒙思想がもたらした現象であると断罪した言説は、現代の「文明の進歩」観も同様に、啓蒙思

想のうえに存在する現象であると認識できるのである。そう考える限り、文明の進歩観にも社会

を危険に貶める要因が内在していると考えざるを得ないのである。その危険性の在りかは、文明

進歩の啓蒙が、我々がそれぞれに有する（集合的）無意識としての文化の破壊を、無残にも推

し進めていると考えられるからである。すなわち、我々が自律的に自由であることの根本的要因
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が、人類以外の自然生物があまねく有しているはずの「自然法源」を、理性が駆動する文明の

進歩なる啓蒙が蝕んでると観られるからである。それは現象的に大きく異なるものの、ナチス・フ

ァシズムの啓蒙プロセスと同一線上にあると考えざるをえないし、いささか受け入れがたい言説

であるように受け取られるであろう。 

 さて、そのように考える延長線上には、日本における文明の進歩観に行き着かざるをえない。

そのためまず、日本社会の無意識的文化を「世間」社会であると規定し、その文化的特質を「自

然法源」である、社会的共感にあると考えた。しかし、文明評論家でもあった、夏目漱石が明治

の終わりに表明した「現代日本の開花」で憂た日本の社会問題への根源的な解決は、今後に

残されている。 

 

                １．社会的選択理論の意味論 

 

社会的選択理論は、個々人の行為目的と社会的均衡を、いかに叶えるかを理論化しようとし

たものであり、現在もその研究は進行中である。また、今日の社会選択理論の根源はゲーム理

論にあり、それが経済学における合理的選択理論として発展し、政治学、社会学にも適用され

るようになった。 

それゆえ社会的選択理論は、当然ながら経済的・政治的選択理論と相互に通約性がある。た

だし、社会的選択理論は、1998 年の A・センが新たな理論形成で「ノーベル経済学賞」が与え

られたことにより現在、それら研究の潮流に大きな変化が生じている。それらの経緯を項目ごと

にみてゆきたい。 

 

1-1.社会的選択理論 

ゲーム理論  紛争や対立における戦略的局面を数学的に解析しようとする試みは、すでに 19

世紀以前から行われていた。そして、それらの考えを体系的に整理した人物として、仏の数学

者 E・ボレルの「ゼロ和２人ゲーム」が知られている。 

フォン・ノイマンは、それらの試みにさらなる理論的意味付けを与え、理論体系を構築した。そ

の結果、1928 年には『ゲーム理論』を、また 1937 年には『均斉成長経路の定式化とブラウワー

の定理の一般化』を発表した。これらの論文では、「対象モデルをコンパクト凸集合（その空間

に含まれる任意の二点に対し、それら二点を結ぶ線分上の任意の点がまた、その空間に含ま

れることを言う。例えば中身のつまった立方体は凸である）として扱い、それに対してブラウワー

の不動点定理（n-次元ユークリッド空間における閉単位球からそれ自身への連続関数は必ず

不動点をもつこと）を適用する」という現在のゲーム理論において主流ともいえる手法が用いら

れていた。 

そして、『ゲーム理論』でミニマックス定理（想定される最大の損害が最小になるように決断を

行う戦略）の証明がなされたことで、ゲーム理論の応用数学としての枠組みが明確化されるよう

になった。しかし、これらの論文は、不動点定理を経済学の均衡問題に適用すると言う点で斬
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新ではあったものの、数学的には目新しい要素はなく、理論の適用対象となるモデルも限定さ

れており、かつ用途も分かりにくいものであったため、大きく取り上げられることはなかった。 

その後、ノイマンは、経済学者の O・モルゲンシュテルンと共に、ゲーム理論を経済学の世界

へ持ち込み、1944 年に『ゲーム理論と経済行動(Theory of Games and Economic Behavior)』を

共著で発表した。この論文は、経済的に紛争状態にある諸主体とその利害関係、不完全情報、

合理的決定、偶然などの因子の存在についての分析から始まるものであり、それら実際的な情

勢は理論的に定式化可能なゲームにモデル化されている。この活動は、当時の数学的慧眼を

持つ若者達を引きつけ、ゲーム理論は学問の世界で次第に広がった。 

20 世紀半ばのゲーム理論研究の中心地は、1948 年に米空軍の研究機関として創設された

ランド研究所であった。ランド研究所では、ゲーム理論に力学系や集合論、離散数学、組合せ

最適化等の手法を取り入れる試みが行われ、これらによってゲーム理論は飛躍的な発展を遂

げた。（Wikipedea） 

その後、それらの手法が経済学のみならず政治学、社会学へと波及するに至った。したがっ

て、以下に示す用語は、経済・政治・社会の各学問に通底する用語である。なお、原子力事業

者と規制機関間における、原子力発電に関する継続的安全性をゲーム理論モデルを用いて検

討されていた事実がある。（ 戒能一成「原子力発電所の稼働率・トラブル発生率に関する日米

比較分析」経済産業研究所 2009）. 

 

 競争均衡配分  交換経済とは、各個人がいくつかの財を初期に保有しているとし, それぞれ

が財から得られる効用の最大化を求めて財の交換を行うことを言う。 各個人は与えられた財の

価格のもとで予算制約を満たしながら自らの効用が最大になるように財を購入し, しかも, 各財

の需要と供給が一致するような, 各財の価格と個人への財の配分の組み合わせを競争均衡と

いう。特に, このような財の配分を競争均衡配分と呼び、 競争均衡配分は市場ゲームの中心

にあると考えられている。 

 

パレート効率、最適  一般的に、他の諸個人の満足を低下させることが許されないと言う条件

のもとで、すべての諸個人の満足が極大化されている財の配分状態を言い、厚生経済におい

て理論的に展開された。ただし、パレート最適は、一定の資源配分を前提とし、その構造のもと

で最適な配分状態にあるから、理論的に可能な資源配分構造だけ存在するパレート最適な状

態の間の比較をすることができない。 

すなわち、パレート最適な社会状態は、一般に一義的に定まらない。そこで、資源配分構造

を含めたあらゆる社会状態についての判断基準を与えるものとして、厚生経済学における A・バ

ーグソン、P・サミュエルソンによる社会厚生関数や社会哲学における J・ローズの正義の理論が

提案されている。（新社会学事典、1197．1993．有斐閣）. 

他方、パレート最適は次のように定義される。所与の制約下で、すべての個人の効用（utility）

を少なくとも同程度に保ったままで、少なくとも 1 人の個人の効用をより改善する実行可能な配
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分がないとしたら、ある資源配分は最適である。換言すれば、他のいかなる個人の状態をも悪

化させることなく、ある個人の状態を改善することは不可能である状態をさす。 

その条件として、「外部性などの市場欠落要因の存在しない完全競争下での競争均衡は、

パレート最適であることが証明されている」（岩波現代経済学事典、638．2004） 

 

仮説的補償原理  新厚生経済学を打ち立てたカルドアやヒックスの補償原理では、現実はパ

レート改善をもたらさない変化でも、利を得る人から損を被る人へ仮に補償がなされればパレー

ト改善をもたらす変化により、潜在的パレート改善を生むとして、そのような変化はパレート基準

を満たすという。しかし、パレート最適な状態からのいかなる変化もパレート基準を満たさない。

これは、効用の可測性も効用の個人間比較可能性も限定しない最適性の概念であるという意

味で、合意を得やすい概念である。（岩波現代経済学事典 628．2004） 

 

社会的厚生関数  1930 年代に、バーグソンとサミュエルソンにより仮説的補償原理と異なるア

プローチが提唱された。それは「社会を構成する個々人が選好（preference）」にもとづく政策決

定に際して、ある一定の社会的価値判断を社会的厚生関数として評価する手法である。 

すなわち、様々な選好を有するさまざまな社会状態を想定して、ある一定の社会的価値判断

を示す概念で、社会的選好順序を実数値で表現するものである。ここで、注意しなければなら

ないのは、基数的、すなわち、数値表現可能なものと序数的な数値表現不可能な「選好」を併

せて評価しようとするものである。ただし、他の評価法と同様、評価の対象は個人の効用
．．．．．．．．．．．

であ

る。 

  

効率と公正  パレート最適は最適な資源配分の必要条件であるが十分条件ではない。競争

的市場機構をとおして達成されるパレート最適な点は無数にある。したがって、いずれの点が

「所得分配の公正」の観点から最も望ましいのかを一義的に決めることはできない。いずれの点

が社会的厚生関数（社会的満足）を最大にするかは、社会成員の価値判断によって決まる。 

 

パレート最適に対する批判  パレート最適は最適な資源配分の必定条件ではない。注意すべ

きことは、このパレート最適の概念は、資源配分の「効率性」にのみ関わる概念であり、資源配

分の「衡平性」にはまったく言及していないということである。 

たとえば、経済内に存在するほとんどすべての財を所有している富裕者と、ほとんど財を所有

していない貧困者がいるとき、もし富裕者の厚生水準を下げることなく、貧困者の厚生水準を上

げることができないならば、その状態はパレート最適な状態である。「最適」という言葉は、資源

配分が上記の意味で「効率的」に行われたことのみを意味しており、逆にいえばそれ以上のこと

を意味しているわけではないということに注意を要する。 

  A・センは、パレート原理（パレート最適の状態を社会的に選択するという原理）と自由主義と

が矛盾することを証明した。二人以上の個人が、三つ以上の社会状態に関わり、それぞれ選好
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順序を自由に形成し、彼らの選好順序を集計して、どの社会状態を選ぶかについての社会的

決定を下すとする。センが証明したことは、このとき、パレート原理と最小限の自由（誰もが個人
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

的なことについては自己決定することができるということ）の保証とを同時に満足するような社会
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

的決定は不可能
．．．．．．．

であると言う。センの証明は、パレート最適が望ましい社会状態を決める絶対

の規準ではない可能性を示唆するものだと見なすことができる。 

すなわち、パレート最適概念は、個人の序数的な選好と技術的な生産可能性を経済分析の

究極のデータとし、個人の選好の強度、個人間比較可能性、さらには異なる投入物・産出物の

通約性などをまったく考慮していないからである。これらを考慮する限り、公正性はもとより効率

性の観点からも、厚生社会の条件として、パレート最適概念では不十分とみなされる。 

すなわちパレート効率とは、個人最適を追求すると全体最適とならず、ジレンマに陥ることを

言う。ゆえに、世界的に格差が拡大しようとしている現代社会はパレート効率的であると言うこと

ができる。 

 

厚生経済学の基本定理  これは、以下のパレート効率性と競争均衡配分の関係について述

べた 2つの定理のことで、1950 年代に K・アローと J・ドブルーが厳密な数学的証明を与えた。 

 

厚生経済学の第一基本定理； 消費者の選好が局所非飽和性を満たせば、競争均衡によって

達成される配分はパレート効率的であるという。局所非飽和性とは、どんなにわずかにでも消費

量の増減が許されるならば、より好ましい消費量を実現できるという仮定である。 

 

厚生経済学の第二基本定理； 局所非飽和性に加え選好の凸性などのしかるべき追加的条件

の下での、任意のパレート効率的配分は、適当な所得分配を行うことによって競争均衡配分と

して実現可能である。 

私的所有制完全競争経済において、需給法則に基づく価格メカニズムを通じてパレート効

率性を有する望ましい資源配分が実現できることを示しているというのが、厚生経済学の第一

基本定理に対する有力な見方である。この定理はアダム・スミスの「（神の）見えざる手（すなわ

ち、市場において各個人の利己的な行動の集積が社会全体の利益をもたらすという調整機能）」

を資源配分の文脈で理論的に再構成しているという見方がある。 

このような見方に基づいて、パレート効率性を達成するためには、特に政府は経済に介入す

べきではないという結論が引き出される事が多い。但し、このような政策を正当化するには、競

争均衡が実体経済で実現するという想定が適当か否かを考える必要がある。例えば、完全競

争の想定は適当であるか、私有制が確立しているのか（所有権の明確性）、なんらかの要因で

市場は欠けていないか、経済に競争均衡が存在する為の条件がみたされているのか（規模に

関する収穫非逓増、選好の凸性など）などについて検討する必要がある。また、外部性や公共

財のある経済は、古典的な私的所有制経済には含まれないため、この定理の大前提は成り立

たず、競争均衡は一般にパレート効率性を達成しない（このような状態を市場の失敗という）こと
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にも注意を要する。 

それゆえ、現代資本主義経済では、常に「市場の失敗」に陥りやすい状況にある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と言える。 

 

アローの不可能性定理； k・アローの不可能性定理はゲーデルの不完全性定理やハイゼンベ

ルクの不確定性原理と並び、社会科学者の間ではある種の畏怖を持って知られている。ただし、

それがすぐに民主制度の不可能性を示すものではない。 

アローの不可能性定理の四条件とは、選択肢が三つ以上あるときに、意思決定方法として、 

多数決に困難がある事を論理的に示した定理である。 

 適切な意思決定方法には、以下のような四条件が必要だとアローは考えた。 

(1) パレート原理選択肢 a と b があるとして、全員が a≽b ならば、社会的にも a≽b となることを言

う。 

(2) 広範性；どのような社会的選好順序も、完備性・推移性を満たす。例えば、a≽b、b≽c が与え

られれば、a≽c となる推移性を満たす必要がある。 

(3) 情報的効率性（IIA）；二つの選択肢の比較だけで、社会的意思決定が可能になる。 

(4) 非独裁制的な個人の選択が、必ず社会的選択にならない。 

しかし、以上の四条件を満たす意思決定方法のない事をアローが証明してしまったので、そ

の意味で適切な意思決定制度は存在しえない事が明らかになっている。そして、この四条件が

絶対必要なのか否かは、いまだ議論がされている。 

 

アローの不可能性定理に対する A・センの評価  アローは「利害が必ずしも調和せず、能力に

おいてもまちまちな一群の個人を考えた場合、彼らがひとつの社会を形成し、個々別々に到達

達成できないほどの福祉を社会的分業によって実現しうるとすれば、それはひとつの奇跡と言う

に値する。 

このような奇跡を、暴力的抑圧やカリスマ的権力に基づくのでなく、人々の理性的合意によって

実現するためには、合意の形成機構はどのような性質をもつべきか。これが社会的選択と呼ば

れる分野の基本的な問題である」と言う。 

アローは、合意の形成機構に対し民主主義の必要条件を形式化した一群の要求を課せば、

それを全部満足する機構は論理的に存在しえないことを論証した。これがアローの不可能性定

理と呼ばれる重要な命題である。 

その基本的な骨格について、アローの定理は、合意の形成機構に対して、①「社会的合理

性」の要求と②「独立性」の要求を課すなら、その的確な機構は、非常に病理的なものに限定さ

れることになる。 

すなわち、①の要求は、社会的選択関数が常にそれを合理的であるとするランキングをもつ

ということを意味しているし、また、②の要求は、内容的に合意機構の「情報的効率性」の要求を

意味する。すなわち、個々人の利害を反映する選好を考慮に入れて社会的選択を行うに際し

ては、個々人の選好に関し、ある意味で「必要最小限」な情報を収集するだけで、この機構が
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決定するに足りるという要求である。ただし、なにをもって必要最小限と言うかが問題になる。 

しかし、この機構が民主的なものであるためには、当面の選択対象となる社会状態に対し

人々が表明するところの、選好に関する情報だけは少なくとも集めなくてはならない。もし、これ

だけの情報を収集せずに社会的決定を行おうとすれば、その機構が人々の利害関心を考慮に

入れているとは到底言えないことになる。 

アローが示した、上記 2 つの社会的合意の決定機構を妨げる要因は、全員一致して表明す

る選好を無視して社会的決定を行なったり、あるいは、アローが「独裁者」と呼ぶ個人に社会的

決定の全権を委ねるたりすることである。そのような妨害要因は常に、一般的に民主的決定を

妨害するのであり、もし、適格・明確な機構が存在するとすれば、それは「非常に病理的なもの

に限定される」と言うのである。 

その表現は極めてアイロニーに満ちていると言えるが、ごく常識的に表現すれば「社会合意

の形成機構は、現実に民主的選択を行うことが出来ない」という、悲観的な結論になり、その心

理学的原因として、集団心理の一つとしての「集団極性化」による権力の発生があり、その発生

した権力を社会的に非合理的に行使しようとする「力の存在」にあると言えよう。（上草「民主主

義の解釈哲学」総合知学会定例会資料、2015.12.19） 

 

A・センの厚生経済学 

  A・センのミクロ経済学の視点から貧困のメカニズムを説明した研究は、経済学に限らず社会

科学全体に衝撃を与えたと言われる。特に途上国の購買力と飢餓の関係を説明した論文は、

尊敬と畏怖をもって経済学者達に迎えられた。なぜならば彼以前は、（格差による）貧困とは単

純に生産性から生じる問題だけだと考えられていたのが、それが市場競争における市場の失敗

によってもたらされた事を簡潔かつ明瞭に説明したからである。またセンは経済学の中でも高度

な数学と論理学を使う厚生経済学や社会選択理論における牽引者でもある。適応選好や潜在

能力アプローチ（capability approach）、そして「人間の安全保障」などの概念は現在日本でも高

校の公民の授業で教えられることがある。 

 

潜在能力アプローチ（capability）； これはA・センによる主要業績である。 センの出身であるイ

ンドの国状が彼の思想の背景にあるように思われ、本稿の主題と深い関わりをもつ。（「福祉の

経済学─財と潜在能力」1988．岩波書店）。 

このアプローチは、福祉を、ひとが享受する財貨（すなわち富裕）とも、快楽ないし欲望充足

（すなわち効用）と区別された意味において、ひとの存在のよさの指標と考えようとする試み、ひ

とが実際に達成しうる価値ある活動や生活状況に即してひとの生き方の質を判定しようとする。 

すなわち、評価するのは福祉の判断の不可欠な一部であるが、潜在能力アプローチは、この

問題に明示的に焦点を合わせたものであり、そのうえでセンは、福祉の判断に際する評価の適
．．．．．．．．．．．．．

切な対象は、ひとが実現することができる存在や行為である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことを主張している。ここで言う評価
．．

は、内省的な活動
．．．．．．．．

である。 
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それが提唱する福祉へのアプローチは、われわれの無批判的な（なんらかの形式の効用に

反映される）感情や、われわれの（実質所得に反映される）富裕の市場評価よりも、われわれの

思想や内省に優先度を与えるのである。福祉の主観的指標として効用がもつ限界は、明瞭に

区別されるべき二つの異なる理由から生じるものだということも、ここで指摘される。 

それは第一に、幸福であるとか欲望をもつということは主観的特性であって、われわれの客観的

な有様（たとえば、どれほど長生きできるか、病気にかかっているか、コミュニティーの生活にど

の程度参加できるか）を無視したり、それとかけ離れたりすることが十分にありうること。 

第二の限界は、主観的概念として、効用は主観的評価ではなく感情にかかわる概念だという事

実から生じる。 

「潜在能力アプローチ」は機能の客観的特徴に注目し、しかもこれらの機能を、感情にではな

く評価に基づいて判断する。ひとびとの評価が、究極的にはかれら自身によってなされ、その意

味において主観性の残滓をもつとしても、その要素はなお評価と内省に基づいている。この点

は、特に強調されるべきである。なぜならば、効用に基礎をおく判断を擁護するひとびとは、効

用の基礎を離れることは必然的にパターナリズム（強い立場にある者が、弱い立場にある者の

利益になるようにと、本人の意志に反して、その行動に介入・干渉すること；例として、これは表

向き現在のアベノミクスに通じる）となり、ひと自らの判断の否定を意味せざるをえないと、しばし

ば主張しているからである。   

実は、全く正反対の主張こそ正しい。効用に基礎をおく判断は、ひと自らの評価になんら直

接的な重要性をも認めずただ感情のみを考慮するのに対し、「潜在能力アプローチ」は、ひとび

とがそれら人生において達成したいものに関してひとが自ら下す（内省的・批判的な）評価に基

礎をおいている（１）からである。 

ひとの潜在能力集合は
．．．．．．．

、ひとがそこから選択を行いうる機能の組合せの集合として形式的に

表現される。それは、ひとが福祉を実現する自由度を表現するもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

に他ならない。もし仮に、自

由が手段としてのみ評価されるのであれば、潜在能力アプローチによる福祉の評価は、その

折々の潜在能力集合から選ばれた機能の組合せ、すなわちひとが実現する機能の組の評価と

なんら異ならないものになる。しかし、ひとの福祉にとって自由がなんらかの内在的な価値をも

つと考えられる場合には、潜在能力集合の評価はそこから選ばれた要素の評価とは必ずしも一

致しない。問題の本質は、手段としての役割を越えて、すなわち自由がどのような実現形態をも

つかを越えて、われわれが自由に価値を認めるか否かにある（２）。 

すなわち、センによれば、「潜在能力アプローチ」とは人の機能の客観的特徴に注目し、しか

もそれらの機能を、感情にではなく評価に基づいて判断するものであり、また、ひとびとがその

人生において達成したいものに関してひとが自ら下す（内省的・批判的な）評価に基礎をおい

ている（３）のである。 

  すなわち、「潜在能力」は注（１）、（２）、（３）に表す諸財の有する特性を個々人の財（特性）利

用能力・資源で変換することによって達成される諸機能の選択可能集合であり、これを基にした

社会的行為が、個人の「福祉的自由」（well-being freedom）を表すものであると理解することが
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できる。ここにおける福祉的自由とは、選択することを外的に妨げられないのみならず、「選択の

積極的能力」を意味する概念である。 

すなわち、潜在能力とは「人が善い生活や善い人生を生きるために、どのような状態にありた

いのか、そしてどのような行動をとりたいのかを結びつけることから生じる機能の集合」を意味す

る概念であり、より具体的には、「よい栄養状態にあること」「健康な状態を保つこと」から「幸せで

あること」「自分を誇りに思うこと」「教養を身につけている」「早死しない」「社会生活に参加できる

こと」などを扱う。そしてセンは、「人前で恥ずかしがらずに話しができること」「愛する人のそばに

いられること」も潜在能力の機能に含めることができるとしている。これらを一言でいえば、それ
．．．．．．．．．

から得られる「
．．．．．．．

人々の充足
．．．．．

」状態
．．．

であろう。 

そのような A・センの思想は 1990 年、国際連合開発計画における人間開発指数（HDI)として

採用され、その年次報告が1993年以降毎年発表されている他、経済指数としてのGDPに代わ

る指標として、日本政府も注目している。 

 

社会的選択理論の評価；  以上に紹介した社会合理的な各理論の特徴が、ゲーム理論から

出発したように、先ず個人の効用を中心におき、それと他者との良好な（均衡）関係がいかに生

じうるか論じているのだと考えられる。 

そこでは、社会の各構成員が利己的・個人主義的な存在と見たてている観点が強調されて

いて、それ自体欧米の文明的精神が骨格になっていると考えられる。 

しかし、それらの理論の始めとして、そもそも紛争、戦略ゲーム理論が発端であった影響が残

っているとものと考えることができるし、欧米諸国による現実の対テロ対策がそのような意味での

ゲーム理論としての枠組みから離れていない。他方、テロの温床が極貧から生じているのであ

れば、それらの地域に十分な経済援助をすることで、地域住民自らによる、テロに対抗する内

発的運動が期待されるであろう。人々が和平を希求する場合のゲーム的選択にはなる。 

そのような従来の合理的選択理論が敷衍してきた、基数的な経済政策的アプローチを学問

上は、厚生主義と言い慣わされており、それと切り離されて A・センが切り開いた序数的（数字で

表現不可能な要素を取り入れた）選択理論分野を非厚生主義と呼ばれていることは、内容・表

現上真逆であるように映る。 

A・センによるケイパビリティー理論の発想は、彼自ら「私のアプローチは、アリストテレス、A・

スミス、マルクスによって先鞭をつけられた哲学的立場に深く根差している」と言うよう程に総合

知的である。（「福祉の経済学」1988．岩波書店） 

それが基数的選択理論のドグマから離れた観点で論じられていることは誰しも気づくことがで

きる。その結果、知の総合と言える新分野を開拓した業績で、1998 年彼にノーベル経済学賞が

贈られている。彼の出身地インドは、長期なイギリスの植民地支配からの独立後も、経済的な疲

弊が長く継続し低迷しているからこそ、相互に助け合う精神が醸成される契機が生じた。それは、

かつて日本の庶民が辿ってきた道でもあった。 

むろん、現在のインド経済は高度経済成長期にあり、事情は一変し、日本を含む欧米的個
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人の選好や効用重視に向かうものとみられる。 

また、A・センのケイパビリティーの観点が、いかなる社会条件下であっても、厚生的で均衡あ

る社会を想定しているのであり、さらに多方面から「（質の）よい社会」を成立させるべき社会条

件を検討する必要がある。それゆえ、ケーパビリティー理論が「よい社会」を目標にしている限り、

社会の「質」が「量」以上に優先させるべきであるが、その点をA・センは明確に唱っていないこと

に疑問を抱かざるを得ない。 

 

2-２．厚生均衡社会「世間」の構造 

「世間」社会の事例 ここで言う厚生均衡社会とは、資本主義文明の進歩概念の中にあって、

その社会が必ずしも競争原理でのみで稼働されるのでなく、厚生（よい社会）状態にあり、社会

的諸資源が、一方的に搾取される状況などから逃れ、かつ、生活の充足感が比較的均衡状態

にある社会を指す。 

その考えは、決して妄想などでない。その理由の一つは、現代に至る資本主義文明のプロセ

スをみる限り、文明の源泉たる地下エネルギー資源は現在、石油が約 41 年、天然ガスは約 67

年、比較的量の多い石炭でもあと約164年しかもたないと推定されていることにある。（日本新エ

ネルギー財団による推計） 

それに対し、原子力発電所関連のトータルコストはとてつもなく高くつき、今日、社会的負担

に耐えないことが明らかになり、その将来見通しは暗澹たる状況にある。 

そのような大きな資本の源泉であるエネルギー源の枯渇化予測からは、これまでの資本主義文

明が辿ってきた単純な経済成長理念は崩れざるを得ず、新たな社会状態として、従来の「ゼロ

サムゲーム」的社会観から離れ、社会の諸要素が均衡した「よい社会」として、筆者の提唱する

「自然法源」にもとづく、厚生的に均衡した社会に向かわざるを得ない、であろうことが充分予想

される。 

そのためには、現在の資本主義文明が示す、その過剰な複雑性を削減し、より見通しの良い

社会構造にシフトする必要がある。そのように夢物語的な社会の形成にあたっては、過去の日

本社会の文化状況が参考になりそうである。 

その情況は A・センの子供時代に経験したインド社会に相似な点があろうと考えられる。理論

の前に実践例を挙げることが理解され易いであろう。 

 

日本文化に基づくケイパビリティー  A・センの思想が自国インド文化を背景にしているように、

日本人の文化基底に遡って思考することができるし、その文化・文明的な現れの一端の具体例

を以下に述べる。 

その文化の源流は、遠くは縄文の狩猟採集時代にあるとしても、それは想像の域を出ない。

より近・現代におけるその現れは江戸庶民社会にみることができると筆者は考えている。（「日本

型自治民主制・序説」総合知学会例会、2012/6/16） 

それを一言で言えば、堅固な徳川幕藩体制の外側にいて、極めて自由で柔軟な社会構造を
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有し、互恵精神において豊かな厚生文化・文明を自ら創りだしたと言う意味で、日本の歴史の

上でも特筆できる社会であった。むろん、それは江戸庶民に限らず後述するように、当時の日

本の各地方にもありえた。 

その互恵精神は、利他的精神と言い替えられ、社会形成に欠かせない自然法源としての共

感能力に支えられた、と言うことができる。 

近・現代における２例を以下に挙げる 

 

① 近江商人   

 愛知郡（愛知川・枝村）、蒲生郡（八幡・日野）、神崎郡（五箇荘・能登川）などの出身者が多数。

なかでも得珍保（延暦寺領荘園）を拠点とした保内商人の活動が近江商人の前駆となっている。

初期の頃は京都・美濃国・伊勢国・若狭国などの近隣地域を中心に行商を行っていたが、徐々

に活動地域や事業を日本全国に拡大させ、中には朱印船貿易を行う者も現れた。鎖国成立後

は、京都・大坂・江戸の三都へ進出して大名貸や醸造業を営む者や、蝦夷地（現在の北海道）

で場所請負人となる者もあった。幕末から明治維新にかけての混乱で没落する商人もあったが、

西川産業のように社会の近代化に適応して存続・発展したものも少なくない。今日の大企業の

中にも近江商人の系譜を引くものは多い。 

その商才を江戸っ子から妬まれ、伊勢商人とともに「近江泥棒伊勢乞食」と蔑まれたが、実際の

近江商人は神仏への信仰が篤く、規律道徳や陰徳善事を重んずる者が多かった。様々な規律

道徳や行動哲学が生み出され、各商家ごとに家訓として代々伝えられた。 成功した近江商人

が私財を神社仏閣に寄進したり、地域の公共事業に投資したりした逸話も数多く残されている。 

当時世界最高水準の複式簿記の考案（中井源左衛門・日野商人）や、契約ホテルのはしりと

も言える「大当番仲間」制度の創設（日野商人）、現在のチェーン店の考えに近い出店・枝店の

積極的な開設など、近江商人の商法は徹底した合理化による流通革命だったと評価されてい

る。（wikipedia） 

 

近江商人の思想・行動哲学  その原点は、三方よし「売り手よし、買い手よし、世間よし」にある。

売り手の都合だけで商いをするのではなく、買い手が心の底から満足し、さらに商いを通じて地

域社会の発展や福利厚生の増進に貢献しなければならない。三方よしの理念が確認できる最

古の史料は、1754 年に神崎郡石場寺村（現在の東近江市五個荘石馬寺町）の中村治兵衛が

書き残した家訓であるとされる。ただし、「三方良し」は戦後の研究者が分かりやすく標語化した

ものであり、昭和以前に「三方良し」という用語は存在しなかった。あったのは以下の概念であ

る。 

始末してきばる 「始末」とは無駄にせず倹約することを表すが、単なるケチではなくたとえ高く

つくものであっても本当に良いものであれば長く使い、長期的視点で物事を考えること。また「き

ばる」とは本気で取り組むこと。 

利真於勤 利益はその任務に懸命に努力した結果に対する「おこぼれ」に過ぎないという考え
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方であり、営利至上主義の諫め。 

陰徳善事 人知れず善い行いをすることを言い表したもの。自己顕示や見返りを期待せず人の

ために尽くすこと。 

 

近江商人の流れを汲むとされる主な企業 

百貨店など流通業； 大丸、高島屋（高島郡出身の商人飯田儀兵衛の婿養子である飯田新七

が創業。社名は高島郡に由来）、白木屋（長浜出身の大村彦太郎が創業。1967 年に東急百貨

店に吸収）、三中井百貨店（神崎郡出身の中江勝次郎が創業。1945 年の終戦とともに消滅）、

藤崎（創業者藤﨑治右衛門は日野出身との説がある）、山形屋（近江商人の血を引く羽前庄内

出身の源衛門が創業）、西武グループ、セゾングループ （愛知郡出身の堤康次郎が創業）。 

それ以外では、商社の多く、主要繊維関係の他、トヨタ自動車、日本生命保険、武田薬品工業、

ニチレイなど、おびただしい数の近江ゆかりの企業があることは驚くばかりである。それらは家族

的な企業精神にもとづき、現代日本文明の一部を創り上げたとも言うことができる程である。 

 

② 「パンの缶詰」の発想と厚生均衡社会への可能性  

ごく最近の例を挙げることができる。それはパンの缶詰の発想で、よりグローバルに「三方よし」

を実現した例である。社長は秋元義彦（パン製造会社社長）63 歳。栃木県那須塩原市で 68 年

続くパンの製造会社を経営している。少し長いが彼の Web 関連サイトを引用する。 

『・・21 年前の阪神淡路大震災の時に、被災者の声をきっかけにパンの缶詰を作って防災備蓄

食として発展させてきた。自分たちの製品が災害現場で役に立つと言うことを目の当たりにして、

出来る限り緊急な事故が起きた時に、お手伝いをして行こうということが会社のポリシーになって

いる。 

東北沖大地震発生時以降は、5 年間続けて届けている。仮設住宅に揚げたてのドーナツパン

で作ったラスク等を届けています。支援を始めた時は、パン、メーカーに依頼した牛乳、イチゴ

などを集めるだけ集めて、震災直後は毎週のように送り、仮設住宅に移るようになってからはほ

ぼ毎月、現地に行ってきた。 

被災地では台所が狭いのと、火事になってはいけないと言う事で、揚げものはしないという暗

黙の了解があるので、私たちがドーナッツなら揚げられると言う事で、プロジェクトが始まりまし

た。 

硬いパンではなくて柔らかいおいしいパンをとの要求があり、いろいろ工夫して作ったのが今の

パンの缶詰の原点である。 

・・賞味期限3年のものを2年で下取り回収する事にして、ＮＧＯを通して世界に送った。配っ

た先で写真、レポートをお願いして、配られた状況が判るように（義援の見える化）して、「救缶

鳥」のプロジェクトが出来上がりました。賞味期限 5年という要望があるが、缶の保証期限が 3年

なので難しい。 

フィリピン台風、昨年 3 月サイクロンでの被害のバヌアツ共和国 （ニュージーランドの近く）、ケ
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ニア、ネパール等に送りました。今まで数十ヶ国になります。缶を食器替りに出来ないかと思い、

ダブルサイズ（2 食分）を作り上げました。 

倉庫に民間の備蓄があれば、自分たちの判断で送れるのでＮＰＯが 4 年前に立ちあがって、

海外支援機構「We Can(缶)」が出来ました。 

その後数か所ですが、県単位の備蓄が行われています。パンの缶詰、水、毛布の備蓄が始ま

っています。それにより民間レベルで素早い対応が出来ると思っています。パン屋の周辺事業

で見返りを求めない、少し社会に対してお返しするのをソーシャルビジネスだと思います。 

「救缶鳥」は参加する皆さんが主役です。3 のつく日にパンを買っていただけると売り上げの

3.3％を貯めておいて毎月の東北支援にも回しています。2食分の缶が15缶セットになっていま

す。 

2年後、一部食べると、連絡を取り合って、次回購入する分を値引きできるようになっています。

「救缶鳥」で備蓄するならば、自分の為の備蓄が世界の貧しい国へ送るプロジェクトに参加する

ことにもなります。・・』と言う。 

 

社会的合理性とは  上記 2 例の行動志向は、A・センのケーパビリティー理論と重なる部分が

ある以外、彼以前の各種選択理論から生じ難い事象である。 

それはすなわち、ゲーム理論から派生した合理的選択理論は、おしなべて、個人の効用に

おける合理性を数値的に優先する形を採ろうとしており、それゆえ、その理論の背景にあるべき

「自らの社会とそれ以外の社会との合理性」が無視されがちになることと対照的である。 

その結果、そのような理論に沿った行為は社会合理に到達できず、どこか行為の虚しさを残

すことになる。すなわち、社会的合理性とは自他の関係性のみでなく、第三者としての「社会」と

の共感を喚起しない限り、行為の充足感が満たされず、その社会の永続性が短期に陥る可能

性を示している。したがって、ここに質的に合理的な社会的選択を目指さなければならないこと

になる。 

その意味でセンは、従来の経済学の枠組みの外に出てこそ新たな経済学を構築したのであ

るが、そのためにも前述のように、総合知とでも言えうる哲学的思考から出発する必要があった

のである。（A・セン「不平等の再検討－潜在能力と自由」1999．岩波書店） 

A・センのような検討プロセスは、いかなる学問領域においても考慮される必要があると思わ

れる。 

次節では、この日本的な厚生均衡的社会を「世間」思想からみてゆきたい。 

           

1-2．「世間」社会の構造 

ここで述べるのは、江戸庶民社会にみられる近隣どうしが気遣いながら、それでいて人々が

自由に振る舞うことを可能にする社会を「世間」という概念枠組みで表わし、ドイツ中世史を専門

とした阿部謹也氏が説いている。 

阿部氏は「世間」という言葉を、「自分と利害関係のある人々と将来利害関係を有するであろ
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う人々の全体の総称である」と述べている。そして、具体的には、政党の「派閥」、大学の「同窓

会」、花やお茶あるいはスポーツなどの「趣味の会」、大学の「学部」、会社の「人脈」、「近所付

き合い」などが例としてあげている。 

すなわち、「その世間は基本的に同質的な人間からなり、外国人を含まず、排他的で差別的な

性格をもっている。会員名簿もなく、会則もないから、誰が会員であるかは誰にも解らない場合

があるが、その人の社会的地位や普段の言動などからおおよそ誰が自分と同一「世間」の人間

であるかは解るのである。 

日本人の生きてきた枠組「世間」とは何か。古代から現代まで、日本人の生活を支配し、日本

人の特異性をつくってきた「世間」の本質とはなにか。（「世間とは何か」新潮社新書、1995） 

阿部氏が言う「世間」は、江戸庶民社会に盛んであった講、連、結などの結びつき、それは長

屋における付き合いと同質であると考えられるし、人々はそれらの間を自由に行き交っていた。

近隣との自他関係・絆による、生の充足を満たすことにより、貧しくとも厚生的な均衡を保つ社

会を創っていたと考えられる。 

明治 23年から 1年七か月を松江で過ごしたラフカデオハーン（小泉八雲）は、未だ「世間」が

色濃く残っていたと思われる日本文化に、新鮮な感覚で接した印象を（新編「日本の面影」角

川文庫、2000）に残しているが、日本人の一特徴を「微笑み」にあるとし、日本人はどのような社

会的場面においても微笑を絶やさない、と驚きの眼差しを向けている。それは、いわゆる日本に

おける世間的な付き合いにおいては、他者との融和を重んじていたことを表わしており、換言す

れば、他者との共感を絶やさないことによる安定した社会を創っていたことが推測されるのであ

る。 

そのような「世間」の中で、人々は相互に結びつき、かつ、比較的自由でいられる。そのような

「世間」は日本における 1960 年代以降の高度経済成長を期に、特に近隣関係としてのコミュニ

ティーから表向きには、急速に消え失せていった。 

ただし、それ以前の「世間」を体験している高齢者の中には、現在も何らかの「世間」関係を

維持しようとしている者達がいるのは事実である。少なくとも「世間」観は、日本人の集合的無意

識の中にいまだ潜在していると言えよう。 

 

日本の「世間」観とその崩壊と意味  明治時代が幕を開け西欧文明を歓迎した日本社会は、

それまで保持していた「世間」観を次第に消滅させていったが、 

1960 年代の高度経済成長を期に、その傾向は決定的なものになった。それはなぜか？ 

それは、前節で述べた「三方よし」の精神に繋がる社会の基層文化が表面上消失したことによる。

すなわち、「三方よし」の社会観そのものの原初が個人から出発したものであったとしても、それ

が、その個人を超えて社会的な影響を及ぼさざるを得なかったことにあるし、それが巡りめぐっ

て、本人個人の充足感を満たすことが出来た点にこそある。それがもたらした最大の効用は、当

の個人の行為が及ぶ範囲で、本人を含むところの「社会」なる自らの居場所とそこでの充足を絶

えず確認させたことにあると考えられる。 
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それが及ぶ社会的範囲を、阿部氏が言うところの「世間」であった、と考えれば、そこに「社会」

成立条件として単純であるものの、整合性が得られると考えられるのである。むろん、「世間」を

支えたと考えられる「三方よし」の思考法は日本に限らず、同質の事象は世界各地に点在する

と考えれば、より世界的にグローバルな社会現象として認められることになる。前節で挙げた「パ

ンの缶詰」の例でも、それが日本の枠組みを超えて、ますます歓迎されるならば、それを通じた

新たな社会観あるいは社会構造が創られる起因になる可能性はある。 

 

社会の崩壊危機の起因    以上の社会形成要因の反対に、社会崩壊の原因に視点を移す

なら、何が浮上してくるのであろうか？ 

それは、筆者が提起した「自然法源」をもとに考える限り、社会からその形成要因である共感

が消えた場合であると言うことが出来る。それが消失する起因はやはり、社会を構成するはずの

個々人が、自己の選好と効用を主張することにあると考えられるのであり、その延長線上には私

利・私欲に絡められた社会、すなわち、社会の質として自然動物社会以下の環境を創り出すこ

とになる。それに、そのような傾向は、仮に国家の法律を改正しても抑制することは不可能であ

る。なぜなら、腐った果実にどのような呪文をかけても蘇ることは期待できないからである。わず

かな可能性の一つは、内部からの蘇生に期待するしかない。 

 

現代文明が抱えている最大の難問は、実はそこにあるように思われる。仮に国会図書館に行

かずしても、各図書館の図書分類の分類記号は、極めて煩雑を極めるほどに多岐に渡る傾向

を示している。そこに現代文明の複雑である構図例を認めることができるし、それは年々その度

合いを増すことは必然である。それが示しているものは、我々が把握可能な社会現象はごく一

部であると言うことであり、その全体は、仮に、諸領域の一部であるにしても、その把握が困難に

なっていると言う事実である。それは何を意味しているのであろうか？ 

 

少なくとも、その把握可能な範囲は個人が得意とする専門分野から観るしかないと言う現実

である。そしてそれは逆に、社会の崩壊を促す可能性を昂じせうると言うことに繋がる。これを、

異なる観点から米・フィナンシャルタイムズ編集局長の G・テット氏（1967～）が（「サイロ・エフェク

ト」2016、文芸春秋社）として、組織論立場から提示している。  

同氏が言うには、いかなる組織も巨大化すれば、組織は専門部署に分化し、それら諸部署

同士の交流が少なくなり、孤立化する。その孤立化した個々の部署をサイロ（牧場における牧草

や穀物の貯蔵庫）に例え、それら各サイロ間の情報の交流が乏しくなり、組織全体のイノベーシ

ョン能力を低下させるとし、ソニーのデジタル音楽プレーヤー部門がアップルに大敗した例をも

って証拠立てている。2016 年４月に日本のシャープが台湾資本に入った事例もそのような起因

から生じたと考えられている。 
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テット氏が言う組織の細分化理論は、社会の複雑化により分化された各部門の情報が共有さ

れ難くなり、社会としての統合性が損なわれる傾向は、人間社会における共感能力が損なわれ

て、社会が疲弊・崩壊することと同相な現象である。そしてその傾向が、この充分に複雑化した

高度文明社会において生じつつあると言うことに、誰しも肯首せざるを得ないであろう。その顕

著な現れは、都市部ならず、多くのコミュニティー崩壊現象など、身近に見ることができる。 

                

入射・反射による社会の厚生均衡度  改めて、先に筆者は社会形成のための自然法源として、

自他間における共感・了承が必要であると述べた。その社会の最小単位では、自他としての二

者間での相互作用であり、現実の社会的現れは、図１のプロセスで構造化されうると考えられる。

それを前節で述べた日本における２つの事例を入射と反射概念を用いて簡易に示している。す

なわちそれは、社会が二者間関係①の他、第３の他者あるいは社会②を要することにある。 

すなわち、同図において、行為者 A の利他的社会行為の影響が社会②に入射したとすれば、

その行為の結果が、直接社会②から Aへの反射（応答）される一方、社会②での評判が Bを迂

回し、行為者 A に他者の意見も交えて反射して還元される、また、その逆の回路を巡って重層

的に反射する可能性もありうることを示している。それらの反射に対して、行為者の前に A が期

待するか否かに関わらず、そして、その程度の差があれども、社会的共感を増幅する現象が生

じうる。 

 

第三者 or 

社会 ② 

入射  反射        迂回 

共感  

 入射 

行為者 A        共感             燐人 B 

反射 

社会① 

 

図１. 厚生均衡社会成立の条件 

 

それにより、A の充足感が増強されるばかりでなく、それによる①、②から成る、すなわち広範

な社会全体の共感と充足度を増し、そのような行為の循環がなされるなら、その社会の厚生的

な均衡が広範囲わたり、より厚生的（よい社会）に推移するに違いない。この社会的状況は基本

的に「自然法源」に沿った行為によるものであるが、それを超え、自然動物のみならず、人類社

会でも生じうることは明らかであろう。その例を、前節で示した日本の「世間」社会が創った「三方

よし」の精神に表れている。 
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その逆に、A の行為が理性によって駆動される権力的な意図を前提とするなら、社会的な厚

生均衡が損なわれるであろうことは容易に理解できるのである。 

さらに、図１で示した行為の入射と反射において、個々あるいは全体の対他的な共感度が単

に大きい程よいと言うことにならない。なぜなら、そのネットワークが疎な状態である程エゴイステ

ックな社会を創るし、その反対に強すぎる社会では、社会構成員同士の結びつきが過渡に強

化され、社会の権力的階位性を強めファシズム状態を創るばかりでなく、隣接社会に対し排他

的傾向を生じる。しかし、それにより社会の複雑性が抑制されることはない。そして、その内部に

孤立したサイロを生じる可能性があり、そこに集団極性化による権力構造が生じ、その社会の厚

生均衡度を低下させる可能性が生じる。 

 

それゆえ、両状態の中間的な共感を保持することが要求されるが、無論、共感度の社会的に

均一な状況を想像することはそもそも困難である。なぜなら、対他的な共感は心理学的にも感

情の変化の起伏過程に生じるものである限り、一個人の共感の度合いも時の経過と共に可変

的である。しかしながら、そのような動的な状況でこそ共感感情が交差しつつ、社会全体に安定

状態をもたらすことが重要であると考えられる。 

 

それは同時に、図１に見るように、それに関わる個々人が自らの存在そのものに充足感の得

られることは、経済的効用獲得以上に重要であると考えられる。それは前述のように、経済的効

用としての財の蓄積に比例して、「生の充足」を得られる保証のないことが証明されているからで

ある。 

そのような状況においてこそ、A・センが唱える潜在能力（この場合、特に共感能力）が派生

的に生じ、行為参加者全員の主観と客観的満足を両立させうる可能性に導くことになることを、

信じることができるのである。 

 

アローの不可能性定理は覆るか   前述のアローの不可能性定理は、厳密な意味で「利害が

必ずしも調和せず、選好や能力においてまちまちな人々からなる社会で、それら総てを満足さ

せる民主的合意形成機構は、論理的に存在しないことを示していた。ただし、それを可能にす

る場合は、独裁者なる個人に、社会的決定権を委ねたときのみである」とするものであった。し

かし、民主的合意機構を、その現状を各国にみても、民主的合意の機構が異なるし、それによ

る社会の厚生レベルの異なることは、国連から発表される国別幸福度調査や各種社会格差調

査（ジニ係数など）結果その他に表れていると考えられる。ただし、図１に示す「三方よし」の志

向傾向が社会文化的に根付くことがあれば、アローの不可能性定理は覆されないにしても、社

会がより高い厚生レベルに移行することは可能であろうと考えられる。 

 

そのような社会を筆者は、厚生均衡を選択した「厚生均衡社会」と称し、一般的に言われる法

的結合を無視する無機（制度だけを重視する）的な「公共社会」観と区別したい。 
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その意味するところは、社会構成員がそれぞれの立場で「生の充足（生きている実感）」にお

いて均衡している状態を、理論的にも現実世界においても、それが社会的選択肢として大きな

価値を有することを表わしているからである。 

 

 

２．文化進化論の意味 

 

文化進化と文明の進歩  第 1章での論点は、厚生経済学における選択理論の発展形として、

A・センによるキャパビリティー理論を採用すべきであると考えたことにある。従来の厚生経済学

は個人の選好と効用を重視したゲーム理論の応用であり、アローの不可能性定理からも、民主

主議的合意を得ることの困難性が証明されたが、それを打開する可能性として我々の潜在能力

に注目した非厚生経済学と称するセンの理論は、その点で大きな可能性を抱かせるものであ

る。 

 それらを一言で述べるなら、厚生経済学は、理性的・文明的概念により形成されたのに対し、

非厚生経済学は無意識・潜在的な文化的要因を重視しようとする試みであり、両者の指向性に

おいて異なるものであった。 

 

 ここで後者における問題となるのは、 

①  本質的な意味で、文化的思考要因としての潜在能力を、いかに明示的・合理的に政治・

経済・社会的概念として提示可能かが、問われること。 

②  そのような潜在能力など文化的要因が理性的・文明的な合理性に対する優位性を、如何

にして示すことが可能か。 

 などに対し説得力をもって示さなければならない。それが可能であれば、現状の学問世界に

おける文系学問軽視の傾向をも覆すことが出来るであろう。 

 少なくも、19 世紀中ごろまでの社会学者や文化人類学者の中に、文明の進歩は明らかである

にしても、文化の進歩の存在を信じる者は少なかった。 

 しかし、C・ダーウインの自然選択理論（いわゆる生物進化論）が人類の文明的進化論と同一

視できるか否かの疑問から派生し、人類の文化的進化の存在に関する議論が 19 世紀中頃に

生じた。 

 しかし、それが単なる推論に終始する間は、その存在は認められることはなく、何らかの定量

的（科学的）な証拠を探索する必要性があった。その結果、この 20 年ほどの間に、それを証拠

だてようとした論文や研究書が「文化進化論」他として出版されるに及び、人類の文化的意味が

見直されようとしている。 

 前述のように、従来、C・ダーウインによる生物進化論が今日、通俗的に考えられている文明

的な意味での社会的進化論に重なっている観があったが、実はダーウイン自身、「進化」のかわ
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りに「変化を伴う継承」なる言い方をしていた。それは、「進化」という言い方をすることによる、目

的論的な外部的意味合いに受け取られることを避けたかったためである。 

 もし、目的論的意味での「進化」なら、それは理性的な意図のもとでの行為になるから、生物

一般に適用可能な概念にはならない。その場合、「進化」概念は特に人類の社会的行為として

の「文明的な進歩」にのみに限定して適用されるべきである。それは、前節で述べた経済学に

おける合理的選択理論あるいは厚生経済理論一般が、個人の選好と効用を前提に構築された

ように、人間が利己的であることを前提とした理論であったことによる。 

 

文明進歩観の起源  今日の文明進歩観の起源としての社会進化論は、19 世紀の H・スペン

サーに帰せられる。思想史的に見れば、目的論的自然観そのものは古代ギリシア以来近代に

至るまでヨーロッパには古くから見られる。しかしそこではまだ、人間社会が進化する、あるいは

自然が変化するという発想はなかった。 しかしダーウィンの進化論に影響を受けたスペンサー

の時代にはそれまでの自然観が変わり始めていた。 

 スペンサーは進化を一から多への、単純から複雑への変化と考え、自然（宇宙、生物）のみな

らず、人間の社会、文化、宗教をも貫く第一原理であると考えた。 

 そのような社会進化論としての、現代における文明の進歩観が、科学論理と技術的進展に倣

い、経済をはじめとする社会的進歩が永続するかの観念を人々に植え付けている。 

 社会進化論はスペンサーの自由主義的なものから変質し、さらに、適者生存・優勝劣敗という

発想から強者の論理となり、帝国主義国による侵略や植民地化を正当化する論理になったとさ

れる。その一方で、共産主義もまた社会進化論のパラダイムに則っていた。 

 現に、カール・マルクスはダーウィンの進化論が唯物史観の着想に寄与したとして資本論の第

一巻を献本している。マルクスは、あくまで社会進化論が資本主義の存続を唱う点と一線を画し、

資本主義自体が淘汰されると説いた。 

 しかし、その観念はすでにダーウインの進化論から遠くかけ離れたものであり、根拠のない盲

信と化している。 

 

２-１. 文化進化論が示すもの  

 

文化の定量的解析  しかし、A・メスーディの定量的な人間文化の分析では、歴史的に利己的

なものを追求する集団の文化と比較し、実は、利他的なものを追求する集団文化が勝ち残って

きたという自然動物一般に該当する結果が得られたことが示されている。ただし、本書ではその

定量分析のプロセスの詳細は省かれている。（A・メスーディ「文化進化論」NTT出版、2016）注；

メスーディは 1980 年生まれ、現在英エクセター大学生物科学部准教授。 

 さて、ある現象が進化と言えるためには、一般に次の３つの条件が必要である。①変異がある

こと、②競合（争）があること、③世代を超えて継承されることである、と考えられている。 

 『文化進化論』は、文化の変異を進化論の用語で読み解くことを目指した最新の科学の一つ
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であり、文化について先の３条件を検討し、多くの現象が進化と言えるパターンを持つことを示

そうとする。 

 ここで言う文化は、個人の経験や遺伝的要因に並んで、人間行動を強く規定する。資源分配

の公平感、宗教、正義感など、人間が社会的に生きるため文化の影響を強く受けていると言う。

この20年間ほどで、進化を数理モデル化する手法や、進化過程を実験的に模倣する手法が発

展し、これらの手法により文化が伝達され蓄積される仕組みについて格段に理解が進んでき

た。 

 例えば槍や矢に用いる尖頭器に関する石器の進化史を、その形態を手がかりに、系統学的

な方法を用いて再構成した試みがある他、単語に含まれる音韻の類似度を手がかりに、言語の

文化進化を辿たどろうとする研究がある。さらに、伝言ゲームを用い、進化の３条件を織り込ん

だ実験により、言語の起源を探る研究も始まっている。 

 それは、狩猟採集を糧とする古代では、社会が母系社会を形作る傾向にあったのであり、そ

のような母系社会を維持している少数民族が、この地球上にいまだ広く分布している実態があ

る。それら母系社会はその文化が母親を通して子供に、平和裏に、かつ、利他的に受け継がれ

ているのである。しかも、それは環境の変化に対する自らの「文化」がより安定したものに変革し

ようとするため、小さな変革を絶えず内部的に繰り返すことにより、内発的に成し遂げられたこと

になる。 

 なぜなら、文明的事象以上に、文化的に社会が安定化していることが、生の継続にとり決定

的に重要事項であるはずだからである。 

 実は、そのプロセスは自然における動物一般が、それぞれ固有に有する「文化」と相似である

ことに気づかされるのである。 

 その反面、それ以降現代に繋がる、文明的な変化を求める傾向の父系的（強権構造）社会で

は、利己的な意図のもとで権力的階位的社会を創り、それを要因とする、破壊と創造を常に繰り

返してきた、と言うことが出来る。それゆえ、そのような文明的創造物の価値は不定となり、その

前提が、前稿で述べた経済学におけるアローの不可能性定理が定律させる要因である。 

 そのような文明社会は、常に破壊と再生を繰り返し、文化の面からみて極めて効率の悪い社

会を創ってきたことになる。そこに「進歩」や「進化」の名称を与えることは、適当と言えないことに

なる。 

 したがって、厚生的な社会の創造と言う意味においては、改めて、A・センの非厚生経済学が

生じたことに新たな意味を見出すことが出来ることになる。 

 

生物進化における文化への影響   これは、ゲノム（遺伝子セット）の変異なしに、生物の見た

目や行動などの表現型の変化が表ずることを指し、エピジェネテクス革命として説明しようとする

ものである。例えば、動物実験では、社会的な刺激によって脳の遺伝子の読み出し方が変わり、

その影響が数世代にわたることが分子レベルで示された。（N・キャリー「エピジェネテク革命」丸

善出版、2015） 
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 それは、観察した遺伝子の形質そのものが変わることなく、その表現型に変化が生じ、しかも

それが遺伝するという事実は、観察装置の測定に掛からないほどのゲノム変化そのものであっ

たに違いない、と考えざるを得ない。しかも、それが文化として受け継がれた事実は、そこに社

会的生存優位な文化的ファクターが潜んでいると考えなければならないことになる。 

 遺伝学において近親結婚は、両親の血縁が近いため、その両者が共通の劣性遺伝子を持っ

ている可能性が高い場合、生まれてくる子供がより劣性な条件を有する可能性があり、そのため、

外婚制がとられている。したがって、日本を始め各国では法的に、近親者間の婚姻に係る婚姻

届は受理されない。 

 これは、人類史の過程での経験的に得た知恵が文化的に定着した一例であり、人類が生き

延びるための知恵である点で、文化的進化を表わしている。 

 これは、遺伝子工学的な「遺伝子浮動」理論で説明される。それは、仮にある生物種が数種

類の異なる遺伝子を有する場合、この生物種の個体数と世代を重ねた結果の遺伝子の各割合

が変化することを指し、ダーウインの自然選択理論とその意味内容が異なる。 

 具体的に言うなら、種社会の個体数が多い程、初期における種の遺伝子割合は世代を重ね

ても変化が小さいが、個体数が少ない程その変化割合が極端に変化する傾向を示すことを言

う。 

 したがって、人類社会における外婚制は、種内の遺伝子割合が極端な傾向になることを避け、

長期な社会的安定が望める、経験的に文化的劣化を防止する手段であると理解できる。 

 その反対に、優生学的な意味での理性的婚姻関係は、突出した能力を有する者を排出する

可能性があるが、反対に、後述のように社会的崩壊の原因を創る危険性を孕む。 

 

２-２．遺伝子浮動と厚生均衡社会 

 前節で示された文化進化論の意味の重要な点は、社会が安定に維持される最大の要件は、

それへの優性化要因が社会構成員の無意識下に文化的に蓄積され潜在していると言うことを

指している。それは、明らかに社会的文明事象でなく、社会が厚生的で均衡を目指すところの

文化事象であることを意味している。 

 そのように考えるならば、ダーウインの進化論としての自然選択説は、すべての生物は変異を

持ち、変異のうちの一部は親から子へ伝えられ、その変異の中には生存と繁殖に有利さをもた

らす物があると考えた。 

 そして、それら諸々の経験が生存維持のための行為が、自然選択の枠内で種としての文化的

進化を促したのであり、それは人類に限らず総ての生物種において、それぞれが固有の文化

形態を有することになった、という言説は説得力を有するであろう。 

  

利他的行為が種社会の安定をもたらす   前章において筆者は、社会の厚生的な均衡を保つ

ためには、２者間的な社会のみでは安定維持が困難であり、第３者としての社会的存在を要す

ることを図１に示した。 
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  図の意味するところは、当該社会的が厚生的である条件は、第三者あるいは、外部社会間と

共感にもとづく利他的な関係を結ばなければならない。かつ、その関係は強すぎず、かつ弱す

ぎないことが、社会的な厚生状態が均衡を保つ条件であるとした。 

 したがって、自然な生物社会では、そのように微妙な条件下で生息していることになる。 

 ところで、自然選択による「文化的進化」論の外で、数種類の遺伝を有する社会がそれと情報

伝達関係にある外部社会との関係プロセスにおいて、世代の経過と共に遺伝子割合がいかに

変化するかについてシュミレーション解析をする学問領域が 20 世紀後半に「遺伝子浮動」理論

として生じた。（J.F.クロー「遺伝学概論」培風館、1991）注；クローはウエルス学博士、インペリア

ル・カレッジ・ロンドン客員教授。 

 その解析結果は、以下のようである。 

①集団（社会）の個体数が多い程文化のバリエーションは豊かになる。 

②集団（社会）間の情報伝達が多くなれば、集団内
．
の多様性は増加し、かつ、集団間

．
の多様性

は低下する。 

③反対に、集団間の情報伝達が減少すれば、集団内は均質化し、集団間の多様性は増加す

る。 

 以上は、集団内多様性と集団間の多様性は反比例する関係が予測されることになる。 

 以上の予測は、社会（集団）の厚生的均衡の観点からみる限り、①、②の状況が適正であるこ

とが理解できるのであり、かつ、改めて、図１で説明した社会的関係性のうえでその性向が一致

することになる。 

 そして、そのような社会状況は、本章１節で示した「文化進化論」とも通約な関係にあり、図１に

示すところの関係性からは、同種内での異なる社会との相互作用（情報伝達）が、必然として利

他的に行われる必要のあることが容易に理解されるのである。 

 それはすなわち、生物の同種内社会が、原則として厚生的で均衡を保っている必要があり、

それ以外の選択肢のないことが明らかである。そして、それは、弱肉強食の自然界で自らの文

化を守る知恵であったとも考えられる。 

 

２-３．文化的進化に対する攪乱要因    

 以上にみた自然選択的である「文化的進化」理論と、遺伝子のシュミレーション解析による「遺

伝子浮動」理論にみるように、自然界の生物がその生を依存しているであろうことは、現在の学

問レベルからは正当である 

 そして、その相関性が利他的な関係になければならないとしても、人類社会のみは、明らかに

そのような枠組みの他に、他の原理を併用して社会を構築している。それを、極めて単純化して

考えるなら図２のような模式的に説明できる。これを、筆者の（総合知学会資料「自然法源の実

存性」2015.9）、（同「民主主義の解釈学」2015.12）、（同「社会形成の自然合理と人間合理」

2015.2）、（同「厚生均衡社会（１）」2016.4）を総合すると、以下のようになる。 

 先述のように、人類の歴史は明らかに、理性による文明的社会構造を個人の内に占める心理
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的領域を拡大する傾向にある。図２は、文明化前後における両社会の相対的心理領域割合を、

前文明期と文明後の状況を相対的に説明する図式である。 

 

           （文化の進化 A） 

            文明の進歩 B 

          歴史の経過 

 

 

 

      自然法源 

（a）前文明社会             （b）文明社会 

        図２. 文明前後における両社会の相対的心理的領域割合 

 

 ここで問題となるのは、一般に文明発生の前提は食糧生産の開始と都市の発生にあるが、農

耕による余剰農作物の生産がなければならない。世界史的にその地は、1 万１千年前のオリエ

ントの三日月地帯とされるが、むろん、その開始時期は世界の文明発生地で大きな相違を生じ

る。 

 図２における（a）、（b）とも社会形成の中核である自然法源が社会の中心にある。同（a）では、

その自然法源と密接な関係として文化的進化が行われ、自然生物と同様な社会形態にあった。

しかし、文明化後の同（ｂ）では、（a）を取り囲むようにその内容として多様な文明様式が形成さ

れた。 

 本来、その文明様式は文化を補強するべく文化に融合すべきであったが、とくに現代文明に

おいては、人類の生を危うくするかの存在として、それ自体自己増殖化している、と観ることが出

来る。 

 その最大の要因は、その社会集団が既存の文化あるいは文化的進化が無意識的形態を有

するゆえに、等閑視する傾向があるのみならず、生の中心であるはずの文化を、理性的である

都市化的文明化が蝕む可能性が大きいのであり、そのため社会が自己崩壊の危機的状況に

向かっていると言うことにある。 

 それはとりもなおさず、社会が文明進歩に比重を置きすぎていることにあり、その文明化により

未来に功・罪両側面が生じうるとすれば、その罪の部分に対する対策を倫理的な面から予測と

対策を施す必要があった。 

 しかし、これまでの文明化の歴史を振り返ってみても、知る限り、そのような予測をしつつ文明

化を進めてきたなどとは言えず、その結果の罪の部分に対し、想定外の事象であったと言う言

い訳をして、その責任をとらないことは、世代間倫理に反することになる。 

そして、そのような事態が世代を超えて行為の累積結果が、先述のように、取り返しのつかな

い事態を招くことになるのは必然的であり、そこに人類の知恵としての厚生的効用が不足してい
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ることになる。 

 再度、図２a を見るなら、自然動物と共に、人類の未文明社会は社会形成の無意識的核心で

ある「自然法源」を基底にゆるい文化的進化をするかぎり、各種社会における構成員のそれぞ

れは、それぞれの立場における社会的厚生状態に大きな差が生じようがなく、それによる生の

充足の度合いは均衡していた、すなわち、厚生均衡社会を構成していたと考えることが出来る。 

一方、図２b の文明社会では、その文明プロセスで社会構成員個々人が選好と効用を重んじる

限り、文明の在り方は自然法源とそれによる文化進化とは親和性が弱くならざるを得ないのであ

り、そのような社会は明示的な文明現象の下で、自然法源の影響がマスキングされる傾向を有

することになる。 

そのような文明の嵐を前に、社会が厚生的であり続ける礎としての「文化」の骨格が絶えず揺れ

続け、等閑視されることは、相対的に、文明事象が文化事象に対し攪乱要因になっていること

を現している。 

 それゆえ、人類の潜在意識や理性が再び利他的な指向性を獲得しうるか否かは、人類社会

の質的低下の抑制のみならず、人類の崩壊を避けうるか否かの選択にも繋がるように思われる。

この場合は無論「自然法源」に沿った利他的選択を要することになる。 

 その危機に対する実効的防御法は現在のところ見当たらないが、少なくとも、経済的意味で

の社会的合理的選択理論として、A・センのケイパビリティー理論が目指す指向性に沿った新た

な社会的選択目標に沿って、今日の文明状況を再検討する必要があろう。 

 

                         

３．文明の解釈的認識論 

                     

自然法源と厚生均衡社会のもとに検討するためには、より多くの知見を集約し、特に哲学的

観点から論ずる必要性がある。 

 そして、社会問題の多くが 20 世紀はじめの２つの大戦時に顕在化し、それに対する先哲が哲

学・心理学的に社会をどのように思索したのかを振り返る必要がある。それはすなわち、そのよう

な社会的危機的状況を身近に体験した者が、そのように切迫した状況でこそ、社会概念を究極

なまでに思考しようとする、大きな機会を持ちえたと考えることができるからである。 

 そこで、以下のように 19 世紀末と 20 世紀初頭に生を受けた５名の哲学・心理学者による社会

論を選定したが、それは図らずも、ドイツにおける戦前・戦中に教育を受け、研究を始めたユダ

ヤ系ドイツ人となった。 

 そのような先哲達が辿りついた社会概念を、筆者によるこれまでの検討結果と照らし合わせ、

再度、現代文明社会の哲学的意味を探ることから、何らかの新たな実りある結果を期待するの

である。 

 

３-１．文明への社会哲学的視座 
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 本稿の表題である「厚生均衡社会」を、改めて哲学的な側面に回帰して論ずる必要が生じ

た。 

 

簡単な社会学の全貌  ただし、当標題が広く社会学の範ちゅうに入る限り、現代社会学の全

体を一瞥しておく必要がある。それを以下に記す。 

 それはおおよそ、①総合社会学、②形式社会学 - シカゴ学派 - シンボリック相互作用論 - 

ドラマツルギー、③理解社会学 - 現象学的社会学 - エスノメソドロジー - 会話分析、④知

識社会学、⑤デュルケーム学派、⑥比較社会学、⑦数理社会学 - 社会的交換理論 - 合理

的選択理論、⑦構造機能主義 - 機能主義 - 社会システム理論、⑧紛争理論（闘争理論）、

⑨構造主義的マルクス主義 - 批判的実在論 - 言説分析 - カルチュラル・スタディーズ、⑩

フランクフルト学派 - 批判理論、⑪フェミニズム、である。（日本社会学会社会学事典刊行委

員会編「社会学事典」2010）  

 

 ところで、近代社会学の創始は、フランスの社会学者、哲学者、数学者であったオーギュスト・

コント（1798 - 1857）であると言われている。コントが生まれたのが、ホッブス、ロック、ルソーの啓

蒙思想の影響の下でのフランス革命後の社会的な不安定期にあたる。彼は、数学者、哲学者、

政治家、社会学者であったニコラ・ド・コンドルセ（1743 - 1794）の「人間精神進歩の歴史」の進

歩思想に影響を受け、現代に繋がる「社会学」の基礎を構想したと言われる。 

 その結果として、現代社会学における上記 11 分野ほどの社会学が生じたことになる。しかし、

本稿シリーズにおける筆者の立場は、社会を哲学的な本質から観ることにあり、その意味では

上記⑩のフランクフルト学派を中心とする社会哲学的学問性成果が20世紀前半の西洋世界の

社会的激動期にあることから、筆者の検討目標に適していると判断した。 

 

フランクフルト学派を中心とする 20 世紀前半の社会論  20 世紀前半におおきな社会論的転

換期を迎えた。その理由は第一次、第二次世界大戦が、それまでの近代啓蒙思想に対する、

根源的な疑問を抱かせたことにある。 表１に挙げたその代表的人物５人の出生期にそれほど

の相違がなく、加えて、 

                    表１．20 世紀前期における社会論 

               人物と専門分野                     代表作 

①  E ・フロム（1892-1940）心理学・社会学 自由からの逃走(1941) 

②  H・ヨナス（1903-93)哲学・倫理学 規範としての責任性(1979) 

③  T・アドルノ（1903-69)哲学・社会学・音楽 否定弁証法(1966) 

④  M・ホルクハイマー(1895-1973)哲学・社会学 理性の腐食(1947) 

        ホルクハイマーとアドルノの共著として       啓蒙と弁証法(1947) 

⑤    H・アーレント（1906-75)政治哲学・思想家     人間の条件(1958) 

（各代表作は筆者の関心中心によった）  
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それらの代表作の表題がその深刻さを示すのは、同時代的に社会問題が深刻に受け止められ

ていたことの証である。 

 そして、以上の５名を 20 世紀前半における新たな社会認識を拓いた代表者とした理由は、そ

れぞれが哲学・倫理学・心理学を専攻し、かつ社会学的問題に関心を持ち、そして、彼らが一

様に、第一・二次世界大戦による生死の問題を、身を以て体験したユダヤ系ドイツ人であったこ

とにある。 

 そのような状況に身をおいては、社会の本質とは何かをそれぞれの立場で真剣に考えざるを

得なく、それゆえ、現代文明に繋がる重要な発言をしていることにある。 

 上記５名のうち、フランクフルト・社会研究所を中心した、第一世代のフランクフルト学派

（Frankfurter Schule）は、①、③、④の３名である（ちなみに、現在は第４世代学派が存在する）。

また、②、⑤は④のホルクハイマーと同じくドイツ・フライブルクあるいはマールブルク大学でフッ

サール・ハイデッガーの下に哲学を学び、その薫陶を受けている。すなわち、以上５が相互に何

らかの関係を有しつつ、哲学的立場から社会現象を分析していることは、単なる社会思想家と

一線を画していると観ることができる。 

 そして彼ら５名の同一の視点が、近代文明が掲げた科学合理的理性への啓蒙思想がナチス

のファシズムを招いた必然性を宿していた」と言うことにあった。 

 そしてそれは、同じ啓蒙にもとづく、世界的グローバル化を推し進めている現代文明に対する

批判としても、なお、同一路線上にあると言う意味で、彼らが議論の俎上に挙げた西洋近代以

降 20 世紀前半の社会的諸問題が、ほぼそのまま現代文明に対する議論の俎上にあがり得る

同質の問題を内包しているように筆者には思える。 

 仮にそうであるとしたら、現代文明の問題として、先ずは、前記①～⑤の論者の豊饒な思想を

確認しておくべきであり、それを背景に、さらに何を思考できるか、あるいは、それに基づく改善

のためのいかなる実行プログラムが在りうるかを模索しなければならない。 

  表１に示す５名の論者の主専門分野として、①が心理学、②が倫理学、③、④が社会哲学、

⑤が政治哲学であり、次章ではその順番で述べることが、議論の全体が把握し易いと考えた。 

 そして、以下における５名の議論の記述の罫線で示した部分は、本章３節における筆者の議

論で再び参照した。その下付番号のイニシャルは、フロムを F、アドルノ A、ヨナス Y、ホルクハイ

マーH、そしてアーレントを HA と記した。 

  

３-２．20 世紀前期の社会哲学 

①. E・フロムの社会心理学   フロムの著「自由からの逃走」の裏表紙に続く見開きに、ユダヤ

教におけるモーセの口伝立法「タルムード」の一節が箴言として添えられている。それを再掲す

ると、 

『もし私が、私のために存在しているのでないとすれば、だれが私のために存在するのであろう

か。（自主自律） 

 もし私が、ただ私のためだけにだけに存在するのであれば、私とはなにものであろうか。（自覚



 

 

総合知学会誌 Vol.2016/1 

166 

 

と利他的・社会的協調） 

 もしいまを尊ばないならば、いつというときがあろうか。（現世的充足）』と記される言葉に驚かさ

れる（F１）。カッコ内は筆者による。 

 フロムによる著書の始めにこの箴言が記されていることは、すなわち、フロムがユダヤ系の出

自である以上に、フロム自身の考えそのものを集約しているものと思われる。 

 それは 3400 年前の世界最古の宗教的箴言であるそれが、筆者が提起した社会形成のため

の自然法源「社会形成のための、社会の構成員の自由・自律的で利他的な共感行動を要す」

とその表現が異なるにしても、それぞれが表裏一体、同一概念の関係にあると捉えることができ

る。したがって、筆者もフロムと同一視点から社会を観ていた可能性があると言えよう。 

 さて、心理学者であるフロイトは、人間行動の様々な部分を決定する非合理的で無意識的な

部分のあることを指摘しただけでなく、これら非合理的な現象も一定の法則に従っており、それ

ゆえ合理的に理解可能であることを述べている。その非合理的現象の根源はは生物学的（性

的）な衝動であり、それが社会的に抑圧された状態では、文化的に価値ある努力に転換（昇華）

され、社会文化の基礎をつくる、とした。 

 このフロイトの理論における個人と社会の関係は本質的に静的であるとフロムは批判する（F2）。

筆者（上草）からみたそれは、文化的な創造的相互解消作用であると考えることができる。それ

ゆえに、文明的な諸問題を生起させ難い、と言うことになる。 

 そして続けて言う。たしかに人間は誰しも、飢えとか渇きとか性とかいう欲求は存在するが、愛

と憎しみ、権力への欲望と服従への憧れ、官能的な喜びの享楽とその恐怖などの衝動は、人間

の性格の個人差をつくる社会的過程であると見なせる。そのように、社会は人間に対する単なる

抑圧的な機能をもっているのみでなく、創造的な機能をもっている。 

 そして、人間は歴史によってつくられるだけでなく、歴史も人間によってつくられる。この一見

矛盾した事柄の過程を理解することが、社会心理学の仕事であると言う。 

 その考えのもとに、フロムは同時代的ヨーロッパ社会が第二次大戦に向けて歩み始めて激変

しようとする（特にドイツ）社会を、心理学的に「人間の自由」のテーマのもとに分析する（F3）。 

 そのはじめに探究した概念は、個人の自由が、単なる巨大な機械主義社会や全体主義の圧

力で脅かされているだけでなく、一方では、人々が求めてやまない「価値としての自由」のはず

が、他方では、人々がそこから逃れ出たいと望む呪詛になりうることである。これが著作標題「自

由からの逃走」の意味である（F4）。 

 ヒトラーのナチズム支持の中心となったのは小さな商店主、職人、ホワイトカラー労働者などか

ら成る下層中産階級であり、ヒトラーとナチス党は彼らに最も歓迎されていた。第一次世界大戦

後のワイマール共和制によって与えられた自由が彼らにはすでに「重荷」であった。これが、ドイ

ツ社会がこぞってナチス・ファシズムに賛同する状況（フロムはこれを、集団発狂と呼ぶ）を指し

ているのは当然だが、フロム亡き第二次大戦終結後の、現代社会にもフロムが杞憂する「自由

からの逃走」は、人類の文明の起源以降のみならず、文明化の密度を増大している現代文明

社会にはなおさら、そのまま適用される概念である（F5）と思われる。 
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 これに関する筆者の議論は次節に回すとして、更に、フロムの議論に耳を傾けておきたい。 

 フロムは、歴史を動かす力が何かを問い、それが社会経済的条件、イデオロギー、そして、社

会的性格を挙げる。最後の社会的性格はフロム独特の概念である。 

 フロムが言うように、与えられた自由を自律的に行使することは社会の文明化が進むほどに困

難になる。その重荷にたえかねて、かつてのデモクラシー社会におけるドイツ市民が、積極的に

ナチズムの全体主義イデオロギーに賛意を示すことと社会的性格は異なるものの、高度化され

た現代文明社会では、さらに権威・権力的な社会的構造が複雑かつ、その状況がリジッドにな

るほど、その不安定要因を創る要因になりうるてんで、同一である。 

 いずれにしても、上記の十分に民主主義的になりえない社会では、権威・権力的に強制され

た「デモクラシー」による社会は画一的に硬直し、それに賛同するマス・コミニュケーションにより

現代人は、催眠状態をきたす（F6）。と言うフロムの言説は、世界のいかなる社会でも生じうる可能

性がある。 

 現代におけるその具体例として、戦後日本における見通しを欠いた原発政策、90年代日本に

おいて台頭したオウム真理教、そして現在シリア・イラクの一部を支配する IS（イスラム国）の活

動など、その他数えきれないほどの事由が挙げられよう。 

 人間は、「自律的個人による社会」が確立していない場合、進んで「全体」に従属する道を選

択する心理的傾向を示すとフロムは言う。 

 そのような墓穴を再び掘らないために、少なくとも「権威・権力」に対する絶えざる警鐘と、それ

に対する「自覚した公民」を育てる、幼少期からの教育が要求されることになるであろう。 

 

②．H・ヨナスの世代間倫理学から 「未来に対する責任」と表してヨナスが考えた最大の動機は、

人間の行為の本質が変化するのにともない、倫理学にもその変化が要求されると考えたことに

ある。具体的に、人間行為の本質の変化とは、現代の科学技術にそなわっている能力（それに

よる文明の在り方）と関わっている（Y1-1）。 

 こうした能力の増大によって、人間の行為が因果的結果を及ぼす範囲が拡大した。しかもそ

の影響は、望ましいものばかりではなく、極めて破壊的なものでもありうる（Y1-2）。 

  そのように考える限り、現世代の者は未来世代の者達にある種の責任があると考えねばなら

ない（Y2）。 

 ところで、未来の世代を議論の対象とする場合は、まず第一に、いまだ存在してはいない人た

ちを権利主体とみなすことは、原理的に困難であるのだから、未来の世代に対しては、共時的

な関係にあるものたちの間でならば通用する原理が、もはや通用しなくなる。さらに、現代に生

きるわれわれと未来の人々との間には、相互的な関係が成り立たない。すなわち、現在の世代

が行うことは未来の世代に対して影響を与えるがその逆は成り立たない。また、現世代が残した

ものに対して、未来の世代がお礼に何かお返しをする、ということなどはまったく期待できない。 

 ところで、未来の世代の生存に対する一定の配慮が行われるべきだと言えるためには、未来

の世代が、現在の世代と同じくらい価値ある存在だ、ということが承認されていなければならな
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い（Y3）。それゆえ、未来の世代に対する責任に、価値の問題が関わってくることになる。価値一

般の客観性からして、客観的な『あるべし』は、そしてこれとともに存在擁護への責務としての、

存在に対する責任は導き出せないだろう。 

 それでは、価値をどのような仕方で根拠づけるのか。ここで、ヨナス独特の自然哲学が重要な

役割を果たすことになる。それは、彼自身が「アリストテレス的」と呼ぶ、自然そのものが目的を

持つ存在であるという、独自の存在論である。自然は目的を宿している。だから、価値も宿して

いる。したがって、価値から離れた自然など考えられない（Y4）ことになる。 

 ヨナスは、こうした「自然が内包する目的」という考え方を、生命について論じることを通して導

き出している。生命を発生させることによって、自然は少なくとも一つの、かつ一定の目的を告

知している。それは生命そのものである。こうした、目的そのものとしての生命がはっきり見て取

られる事例として、ヨナスは消化器官をあげている。生物体全体の内部での消化や消化器官に

は、たとえ意識を持たない仕方でしかも不随意的であろうと、目的が内在している。そして「生命

とは、まさにこの生物体の自己目的そのものである」（Y-4）と言う。 

 目的が存在に内在していることを認められたならば、今度はその目的そのものに存在すること、

それ自体の価値を確証する役割が与えられることになる。そもそも目的を持つことができるという

能力の中に、われわれは、それ自体としてのよきことを認めることができるのである。目的を備え

ていないことに比べて、目的を備えていることの方が「無限に優越している」からである。 そのう

えさらに、はじめに設定した目的から逸脱することを自らの目的とする、という逆説を信奉するの

でないかぎり、われわれは少なくとも、目的そのものが存在のうちに根づいていることを目的自ら

が認証している、という命題を「存在論上の公理」として仮定しなければならない、とヨナスは言

う。 

 つまり、目的が存在に備わっているという事実が、存在を価値あるものとしているのであって、

しかもその目的とはまさしく存在それ自体のことなのである。 

 目標をめざすというこの在り方そのものの中に、われわれは、存在が非存在に対して絶対的に

よいと措定する、存在の根本的な自己肯定を認めることができる。 

 そのようなヨナスの倫理学が、未来の世代の存続に対する責任を、現在の世代が未来の世代

に対して担うべき責任のうちでもっとも根本的なものと見なしていること、そして、そもそも未来の

世代が存在していなければ、未来の世代に対する責任や未来の世代が持つ生存の権利など

が問題になりえないことから考えるならば、少なくとも一つの一貫した考え方を提示していると言

うことができる。 

 さて、以上のように、存在そのものに価値があることが認められた後には、存在するそれ自体

がすなわち義務となる。ヨナスは、人類が生存し続けるのは人類にとっての無条件の義務である

とか、われわれの定言命法は端的に、人間が存在することを命じるとする。ここから、われわれに

は「将来の権利主体の生存に対する義務」がある、ということが導き出される。 

 そのように考えれば、ヨナスがいう意味での「責任」は、われわれが通常その言葉を用いるよう

な意味での「責任」つまり、法律的な意味あるいは道徳的な意味における「責任」とはまったく異
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なっていることが理解される。 

 その理由は、ヨナス的責任が、すでに行われた行為に対する事後的な決算ではなく、将来な

されるべき決定に関する責任であることによる。つまり、この責任は、法律的あるいは道徳的な

責任のように、外部から負わされる責任ではなく、言うなれば内発的な責任である。責任をとるよ

う迫られるのは、われわれ自身が過去においてある種の行動や振る舞いを行ったためではなく、

むしろわれわれ自身がそうであるところの存在そのものに内在した理由からなのである（Y5）。 

 ヨナスは次のような言い方をしている。「この意味で、私は第一義的には私の行動とその帰結

に対して責任を感じるのではなくて、私に一定の行為をするように要求を掲げてくる事柄に対し

て責任を感じる」と。 

 では、なぜ、存在するすべてのものの中で、ほかならぬわれわれがそうした責任を負わなけれ

ばならないのか。それは、責任が、因果性と強く結びついた概念だからである。 

  まず、親は子どもの存在の原因であって、親にとって子どもはもっとも具体的で身近な未来

世代である。しかも、両者の関係は一方的であって、相互的ではない。親が子に対して責任を

負うとは、完全に無私な行動であり、こうした行動としては、自然によって与えられた唯一の例で

ある（Y6）。 

 親が子どもを思う気持ちは自発的なものであり、論証を必要としない。それゆえ、人間の存続

そのものが善であり目的である、というヨナスの考え方と結びつけることができる。 

 したがって、私から繋がるまだ見ぬ子孫までを思いやる気持ちは自発的なもので、道徳法則

などを必要としない。この思いやりの気持ちこそ、客観的責任性と主観的責任感情との合致の

基礎的な原型となる、と言う。 

 こうした責任を、ヨナスは「自然責任」と呼び、契約等にもとづく責任と区別し、世代間倫理の

存在を明言（Y7）している。 

 こうしたヨナスの議論の最大の長所は、現在においてはいまだ存在せず、現在の世代とは相

互性が成り立たないと思われるような未来の世代を、権利主体と認めることができるかという難問

を回避可能にしている点にある。  

 

 ヨナスの議論の先には「人類の存続」の問題が潜んでいる。それは、近代以降の個々人の選

好と便益的効用を目標とする文明拡大化の潮流が、社会の民主制度とのバランスを常に欠き

がちな現代社会の状況が、ヨナスが言う世代間倫理に整合しているか否かについて、真剣な議

論を要請していることになる。それのみでなく、ヨナスは顕に言わないまでも、ナチス・ファスズム

の過激な行為が世代間倫理に悖ることを、暗に指弾していることは、明らかであろう。 

 

③．T・アドルノの社会哲学から   アドルノは、脱呪術化（迷信・誤謬の克服）を目指したはず

の理性的な近代哲学（による近代市民社会）が辿りついた『ファシズム（全体主義）・世界大戦

（暴力と野蛮）・ホロコースト（民族浄化）』が偶然の結果ではなく、必然の結果として真摯に受け

止め、『近代哲学・啓蒙主義の自己批判』によって道具的理性（自己保存を目的化する理性）
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が生み出す集団・社会の病理を乗り越えようとした。 

 道具的理性とは自己の行動を統御して『自己・集団の自己保存』を可能にする理性であるが、

その反面、道具的理性は外的世界としてのモノと人を『労働・活動』によって自由自在にコントロ

ールしようとする性向を持っている（A1）。したがって、道具的理性は個人を全体の自己保存の道

具と見なす『全体主義的な社会秩序（ファシズム）』へと必然的につながり易く、個々人を非倫理

的な暴力と野蛮行為へと駆り立てていく。その為、ホルクハイマーとアドルノの共著『啓蒙の弁

証法』においてファシズムを準備する道具的理性を厳しく批判し、宗教的なものや芸術的なもの

へ理性を投射していくことで『自己保存の欲求の強度＝集団主義に誘惑される弱さ』を無害化

しようとした。  

 アドルノの著『哲学のアクチュアリティ(1931)』の中で、アプリオリ（先験的）な普遍的原理を追

求し『現実の人間の生活感情』を無視する『形而上学（第一哲学）』を否定して、歴史的な“現在”

や現実の“人間”の発展に実践的に寄与するドグマティズム（教条主義）に陥らない『最終哲学

(ultima philosophy)』を行うべきだと主張した。 

 アドルノが批判する第一哲学（形而上学）の代表的思想には、M・ハイデガーの『存在と時間

(1927)』に示される観念論（実存主義）や E・フッサールの現象学があり、アドルノは『物理的な現

実世界（生活世界）』から離れたところにアプリオリな普遍的原理（本来性・現存在・超越論的主

観性・判断停止のエポケー）を確立しようとするハイデガーやフッサールの哲学的方法論を厳し

く批判することになる。  

 アドルノは彼の主著『否定弁証法』において、主観（主体）が客観を概念的に支配・統御しよう

とする西欧哲学（近代哲学）の伝統を批判し、ドイツ観念論における『認識作用の基礎理論（三

批判書）』を構築したインマヌエル・カントの純粋理性を『主観優位の観念論』として切り捨てよう

とする。  

 アドルノは日々刻々と生成変化し続ける『非同一的なもの（現実世界の客体）』を一般的概念

として把握する近代哲学の伝統に対抗し、主観のカテゴリーが客観を構成するというカント的な

観念論（構成主義的主観性）を、他者支配的（環境操作的）な独善に陥る危険があるとして警

戒した。 

 『否定弁証法』では民族主義的なファシズムやナショナリズムを生み出す思想的契機となった

G.W.F.ヘーゲル(1770-1831)の『精神現象学(1807)』も厳しく批判している。 すなわち、ヘーゲ

ルが普遍的な歴史的実在として提起した『絶対精神』は、『特殊としての個人の現実の生活や

感情』を完全に無視しているという点においてファシズム（民族主義）に傾斜する危険性を胚胎

しているとした。  

 ヘーゲルは世界の絶対的・普遍的な原理である『絶対精神』は、民族の意識によって駆動さ

れて必然的に自己展開していくと語るが、この絶対精神の自己展開とは結局『特殊的な個人』

を道具化（犠牲化）しながら発展するナショナリズムの運動のことだとアドルノは厳しく批判する

のである。    

 ヘーゲルは民族の意識（ナショナルな感情）によって集団的に自己展開していく絶対精神は、
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個人の特殊性によって抵抗することはできず、特殊性を有する（個人）は普遍的な絶対精神に

従属することによってのみ必然的な自己実現を達成できるという。  

 そのようなヘーゲルの思想には『個人の自律的な自由・具体的な人間の生活や感情』といっ

た要素が致命的に欠落しているうえに、国民国家や民族共同体の自己保存という普遍的命題

のもと『個人の生命・自由・感情』を権威的に支配する政治構造がその背景に見え隠れするの

である。ヘーゲルは個人の自由や（民主的な判断による）歴史の分岐という『現実的な要素』を

考慮しなかったため、普遍的な民族の歴史・政治的な権力を強く肯定する『民族主義（国民国

家）としての排他的純化の思想』へと必然的に辿り着いてしまった、と言うのである。  

 ナチス党員としてファシズムの思想活動の一端に関与したハイデガー(1889-1976)に対しても

アドルノは批判的である。ハイデガーが『存在・現存在・本来性』などの具体的な社会生活・政

治問題と隔絶した『普遍的原理のメタファー（隠語）』を駆使したこと、形而上学的（非現実的）な

本質性へと人間の心を引き付ける『存在論』によって、現実の政治権力・全体主義の危険性（暴

走）を隠蔽したことを批判し、ハイデガーの思想とその実践は同一線上にあると考えた。  

 その一方で、アドルノはヘーゲル的な弁証法の思考方法に関心を示し、ヘーゲルの『肯定‐

否定‐否定の否定（正‐反‐合）』に潜む「概念の同一化作用」の危険を回避するべく『否定弁証

法』を主張する（A2）。 

 難解と言われるアドルノの否定弁証法は、肯定的な命題を否定する『否定の命題』を出して、

更にその『否定の命題』を否定することによる、結果的に概念の同一化をするヘーゲルの弁証

法を拒絶し、最初の『否定の命題』に敢えて留まり、対象をいったん自己内に止めて比較呻吟

するという『限定的否定』であることに最大の特徴がある（A3）。そのようにアドルノは、否定弁証法

における限定的否定によって、『非同一的なもの（現実世界の人間やモノ）』を概念化することに

より、それを支配・操作することを拒絶するのだが、この否定弁証法は普遍的なイデオロギー

（観念・理念・概念）によって世界戦争（民族国家の対立）やアウシュビッツなどの残虐行為に至

った人類の歴史の反省の上に立ったものだと言えるだろう。 

 その意味でアドルノの内省的否定弁証法は、現代文明の世界的グローバル化の潮流の内側

に存在する者達が個々人の批判を伴う態度決定に際し、応用可能な思考法であろう。 

 

④．M・ホルクハイマーの社会哲学   表１におけるホルクハイマ－の代表作を「理性の腐食」と

したが、しかし、フランクフルト・社会研究所の同僚であった T・アドルノとの同年出版の共著「啓

蒙と弁証法」は、思考的に同一線上にあると考えられる。そのいずれも彼らがナチス・ファシズム

の災禍から逃れ、アメリカの地で推敲し、オランダで出版された。 

 特に共著の第 1章「啓蒙の概念」ならびに、第４章の「文化産業-大衆欺瞞としての啓蒙」が残

された下書き遺稿から、ホルクハイマーの主筆であることが判明している。 

 彼の言う啓蒙とは、その時代を区分することなく、各時代における真理とされる概念が社会的

に信じられている状態を指している。すなわち、古代から現代に至るそれは、①宗教的真理で

あり、はたまた、②古代ギリシア以降は一般的に言うところの各種学問における理性的真理であ
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る。むろん、西洋の 17 世紀以降は、③デカルトの客観的で科学合理的思考が、現代に至るま

で社会的啓蒙思想として大きな社会的影響を及ぼしているのは明らかであるとした。また、③が

②と①を否定して生じたと言う意味では、③が肯定されず、啓蒙の意味で否定されると、アドル

ノは否定弁証法として結論づけた。 

 それら啓蒙の形の変遷は、その時々に、非合理的と考えられる思想の足かせから人間の思考

を自由にし、人間にとり大切な、自己保存の力を理性的に最大限に引き出そうとした営為であ

ったと言えよう。 

 しかし、人間の自己保存の力と言うとき、それは「環境に対する自己あるいは我々」のみならず、

「他者に対する自己の」自己保存力となりえ、それを、それぞれの啓蒙の形で人間理性で形成

されたことになる。しかし、その結果として、それぞれが人間社会に対して牙をむき、社会を極度

に不安定にした原因でもある、とホルクハイマーは考えた。 

 彼によるそのような概念形成は、特に、彼がユダヤ系ドイツ人として、身をもって苦難の体験を

したナチス・ファシズム（全体主義）の渦中において、独裁権力を目指す政治家、その下で官僚

主義が大手を振るう堅固な権力構造、金銭的計算を支配しエゴイステックな企業家が跋扈する、

反社会的な社会を、デカルト以来の科学合理的な啓蒙思想が産みだした、と言うのである。 

 すなわち、科学合理思想が西洋思想の中心になることにより、それまでの非合理と思われる総

てを捨て去ろうとした結果として、思考の自由度を失うことになり、その結果、民主的かつ合理的

啓蒙による最大の文化として、ワイマール体制を築いたはずのドイツにおいてこそ、ファシズム

的社会を形成した原因を求められる（H1-1）のだとホルクハイマーは考えた。 

 そして、そのような悲劇を生じた事態を「理性の欠陥とその限界」にもとめ、合理的な啓蒙思想

が自然支配と他者支配のための利己的欲求にもとづく「道具的理性」として利用された（H1-2）、と

考えた。 

 道具的理性とは、自己の行動を統御し「自己と集団の自己保存」を可能にするが、その反面、

道具的・合理的理性で構成された権威・権力的な社会構造が外的世界のモノと人を「労働と活

動」によって自由自在にコントロールしようとする性向を指す。これが全体主義的社会秩序へ必

然的に誘導し、非論理的な暴力と野蛮な行為に駆り立てる。 

 より重要なことは、そのような道具的理性が社会の一握りの権力者によって実行されたのでな

く、その前提として、大衆レベルで広く啓蒙が行き渡っている必要がある（H2）と言う。 

 そしてまた、アメリカに渡ったホルクハイマーがかの地で目撃したことは、当時すでに「リベラル」

な大衆社会であったアメリカが、大衆がメディアによって消費の自由を宣伝され、それによる見

せかけの多様性や価値観に振り回され、人々が自ら欲して、均質化の波に乗り、制度の奴隷と

して化してゆく様を目撃した。それは現象としてナチズムと異なるものの、彼には、同様な全体

主義（ファシズム）の収容所として目に映ったのであった。 

 そこには今日的な、たんなるメディア消費社会批判でなく、道具的理性に振り回され、それに

啓蒙されて行動する大衆に対する哲学・心理学的に透徹した観察がある。 

 その延長線上にあると考えられる現代社会の問題は、産業革命以来続いてきた科学合理主
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義的な啓蒙による自然支配の結末として生じているのであり、現在、解決の目途がつかない原

発問題は、考え方によっては、ナチスのファシズム以上に取り返しのつかない大きな問題を生じ

させつつある、と考えることができる。 

 ホルクハイマーの単独著『理性の腐蝕』で、道具的理性の対概念を客観的理性と呼んでいる。

客観的理性という考え方は、力としての理性が、個人の精神のみならず客観的世界の内にも、

即ち人間相互の関係や社会諸階層の関係、社会制度、自然とその内にも存在する、というもの

である。換言すれば「客観的理性という言葉は一方においてその本質として、実践的姿勢、理

論的姿勢の道具的理性と人間支配別を問わず、各々の場合に特定の行動様式を要求するとこ

ろの、実在に内在する構造を指し示す。他方、それはまた、そのような客観的秩序を反省する、

まさにこの努力及び能力を指すこともあろう」。 プラトン、アリストテレス、スコラ主義、ドイツ観念

論の哲学体系は、この客観的理性の概念に基づいていた。 

 道具的理性と客観的理性を対比させると,前者は目的と手段の連関のうちで手段の整合性に

のみにかかわることで、価値の相対化を招来し、後者は目的それ自体に関心を向け、価値の客

観性を基礎づけようとした（H3）。自然と人間との関連でいえば、前者は分裂を、後者は融合をそ

の原理とする。 

 また彼は「客観的理性はロマン主義への傾向を持っている」と言う（H4-1）。そこで、彼の試みは

「頑に両者を反目させることではなく、相互批判を促し、そうして、可能ならば、現実における両

者の和解を精神的領域において準備すること」（H4-2）である。この点についてホルクハイマーは、

これ以上明確にしていないが、これまでの彼の議論から次のように考えることができる。道具的

理性は人間を自然から脱出させ、人間としての自律性を獲得させた。このことは高く評価されね

ばならない。   

しかし、この理性は自然支配という観点から生まれたために、その自律性を再び喪失し、かつ、

人間支配を生じさせた。それゆえ、人間の自律性を回復するためには,客観的理性による自然

と人間との宥和という観点によらねばならない（H5）。つまり、「精神が、自らの本質を支配できると

認めたうえで、自然の中で支配を破棄する謙虚さ」を持ち、しかも、その在り方の基礎に客観的

理性の観念性・非合理性ではなく道具的理性の現実性・合理性を据えることで、今日における

真の人間的自律性が確保されるのである。いわば、自然と人間との融合に動機づけられた人間
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

の自律性
．．．．

こそ、ホルクハイマーが現代社会克服の理念としたものである。それでは,こうした人間

の自律性を生みだす、あるいはそれを実現する組織や政治的行為はどのようにあるべきなのか

が問われることになる。 

 

⑤．H・アーレントの政治哲学  アーレントもユダヤ系の血筋を有していたので、ナチスのファシ

ズムから逃れる苦難を味わった一人であった。 

  それゆえに、ナチス政権の成り立ちとその政治的在り方を哲学的に思考せざるを得なかった

のは、必然のことであった。それに対し最も深い吟味による考察がアーレントの主著「人間の条

件」に残されている。ここに、筆者（上草）の厚生均衡社会を検討するにあたり、参考にすべき議
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論が記されている。 

 アーレントが代表的な現代政治哲学者の一人であると称されているが、この「人間の条件」で

は、真っ向から政治そのものを俎上に挙げている訳ではない。むしろ、人間の社会的活動を労

働（labor）、仕事（work）、活動（action）の３つに区分することから思考し始めている。それは、比

較的地味と思える思考基準から検討を始めており、それがアーレント思考の通奏低音となって

いる。 

 例えば、食糧や食事をつくるのが労働であり、卓上仕事の類が仕事、政治など公的な働きを

活動とする。 

 アーレントの議論全体を幾つかに要約すると以下のようになる。 

 

A. そのような人間活動の３区分の吟味から、戦争や革命などの巨大な暴力に対する反省が、

人々の共生と共同により権力を消滅させ、過去にあった暴政や独裁政治と質的に異なる統治

形態としての全体主義を志向させた。 しかし、その結果はナチズムとスターリニズムを生じさせ

るに至り、思いもしない暴政形態を招いたとアーレントは考える。 

B. アーレントは戦後社会としての大衆社会とは何かを考えるに、それが、ギリシャ・ローマ以降

西洋の伝統社会にあった公的領域と私的領域の境界が消滅して現れた第3の社会領域と考え

た。その領域ではアテナイ神殿のパゴラにおける公領域で生じていた、行為と言葉によって自ら

を顕にすることにより、単に生きることから自らを自由にしたが、しかし、近代以降は公的領域を

避け、しかも、私的領域においてプライバシーの中で生活することもなくなった。その結果、大衆

領域なる曖昧で画一化した社会で、人々は他者の行動に倣い、行動の自律性を失おうとして

いる（HA1）と、警告する。 

C. そのような大衆社会の大衆文化とは、すなわち、消費文化（あるいは消費文明）であると言う。

その特徴は、本来世代を超えて保存されるべき（人間が生産しては消費する生産と消費との循

環物）が消費のみの対象物に化している。その原因は、近代以降の社会が公的世界で自らの

卓越を示して自らを曝す「活動」をすることもなく、人間の消費的循環を超えた「仕事」が産みだ

す創造物さえ超え、人間が自然を相手に加工して行う新陳代謝による消費としての「労働」が人

間能力の最上位に位置づけされるようになった（HA2）。そのように、消費が労働の裏面である以

上、大衆社会は消費社会となった。その最たる現象は、芸術作品さえ消費の対象になっている

ことに現れている。 

D. そのような検討を踏まえアーレントは、現代人はますます世界（自分の居場所）を失い世界

から遠ざかろうとしている（HA-3）、と考える。それを世界疎外なる概念として、危機的な意識である

と言う。 

 その世界疎外の一例は、デカルト以来の近代哲学が、それ以前の自己外にリアリティーを見

ていたことに反し、自己内での内省的方法にリアリティーを見ようとしたこと。それは同時に、自ら

が地球に拘束されている存在であることを忘れ、より宇宙的で抽象的対象へとリアリティーの中

心を移動したことである。 
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 以上の議論を貫いているのは、近代以前の人間行動が活動－仕事－労働のヒーラルキーに

あったものが、近代以降は労働－仕事－活動と逆転し、労働が最も高く評価され、活動力全体

が「労働」の観点からみられるようになる。それを思想的には A・スミスからマルクスに至る労働理

論が、これにあたり、資本主義文明における労働が消費と結びつき資本と対価の関係をつくり、

「世界」が消費の対象になったことを表している。それを駆動している科学的世界像は世界のリ

アリティーではありえず、人間の精神が創り上げたパターンの一種にすぎない（HA4）、とアーレント

は言う。 

したがって、そのような状況が過剰になるほど、我々はもはや「世界」を理解不可能で、不可

逆的な位置に立たされることになる。 

 そのような世界内での社会では、公私の区別も曖昧になり人々の個性は不要視され、ゆえに、

「活動」は停止され、それに代わり、自分が他者と同じであることを示す「行動」が人々を規制す

るようになった（HA5）。 

 このようなアーレントの危機感が表明されて半世紀以上を経過しているものの、彼女の抱いた

危機感は抑制されるどころか、現代文明はその過激性をさらに増大させていると見受けられて

いるのであり、それはいわゆる各種社会問題の増大に顕れている。 

 むろん、アーレントが望むのは、人々が自らの姿を現す「活動」であり、その「空間」の出現であ

ることは間違いないであろう。 

 そのように、ヒトラーのナチス政権にその生を蹂躙されたアーレントであるが、その著「人間の

条件」では、それに触れることなく、しかし、厳しく糾弾しているのは間違いなく、そのような自ら

の立場を超えて、目前の社会とその未来をも分析していた、と考えることができる。                                                       

 

３-３．文明の解釈的認識論 

  はじめに、前節で挙げた５名による社会論は、それぞれ個性的であるものの、しかし、それら

相互にある種の共通性が表出されているように思われる。ここではまず、各論者の重要発言と

思われる、下付番号を付し下線を設けた部分を、意味的に結びつけ、認識論的に社会の本質

を表出することを試みたい。 

  

心理学と倫理学による人間存在の価値論   人間が有する本質の一つとして、自然動物と同

様「自律的かつ自由な存在」であることは自明であると考えられる。フロムは、その自由に価値を

認めようとする。それは同時に自律的存在であることも価値がある証となる（F４）。 

 さらに、そのような自然的状態に価値を認める限り、「自然」そのものも目的と価値を有するの

だと、ヨナスは言う（Y4）。最終的にそれを世代間倫理に繋げるヨナスの意図は、自然の中で棲ま

ざるを得ない人類は、したがって世代を超え、自然の（自らの自然である）目的と価値を共有せ

ざるを得なく、かつ、そのような責任があることを言明している（Y6）、（Y７）。 

 それゆえ、そのような人間が自由から逃走するなどの行為は、自らの責任を放棄することを表
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わし（F4）、かつ、デモクラシーであるべき自然状態から乖離することをも表す（F6）。結局のところ、

そのような人間行為は、自然である自らの存在を、自ら消去しようとする自虐的で破壊的行為で

あることを示すことになる（Y1）。 

 以上が示す結論は、文明的に自然から乖離しようとする人間行為は、自らの存在理由を忘却

した行為そのものであると警告している。 

 そしてまた、いかなる論理的結論さえも、「自然」から乖離していると認められる言説は、信頼を

得ることができないように、いかにもがいても人類はその他多くの生物種と同様に、「自然」の外

で存在することができないことに覚醒すべきであろう。 

 

人間理性の認識論と啓蒙の問題    そのように、人類が自然の中で不可解な存在であると見

られる理由は、アドルノ、ホルクハイマーそしてアーレントの言説を総合する限り、人類が有する

「理性」にあると思われる。 

 ホルクハイマーはそれを、道具的理性と客観的理性とに区分して論じており、一方、アドルノ

は道具的理性の社会的影響を検討し、両者とも、道具的理性の危うさに論及している（A1）、（H1）。 

 客観的理性は、いわゆる各種学門における客観合理的な概念形成をさせる行為にその典型

を見ることができるのであり、それ自体は、対自然的に無害であり、中立的立場にある。それゆ

え本来、客観的理性で道具的理性による行為の行き過ぎを抑制する働きがあるはずであるが、

しかし、充分でないことを表わしている。 

 さて、筆者からみる限り、道具的理性こそは社会の文明化に寄与してきたのであり、そのような

文明化を拡大するためには、各時代において、その方向に向けた運動として、社会大衆的な啓

蒙を常に要したのである（H2）。その極端な現れとして人類史上最大の悲劇が、ヒトラーのナチズ

ムによる行為であると考えることができる。ただし、類似の行為は程度の差こそあれ人類史上夥

しく繰り返されてきたのも事実である。 

 そのような悲劇を生じせしめた道具的理性による人間の行為は、客観合理であるとする客観

理性としての操作手順（概念・理論）を、道具的理性（技術的操作）のもとに利用することにより、

大衆的な啓蒙を成功せしめ、それによる大衆の自律性と自由の喪失（H4）する原因を創ったこと

になる。 

 しかし、そのような道具的理性は社会の文明プロセスのすべてに介在していると考えねばなら

ないのであり。現在の世界文明のグローバル化なる啓蒙的潮流も、もろ手を挙げて賛成すること

は、常に、未知の危険性が潜んでいると考えねばならない。 

 そのための対応として、アドルノは「否定弁証法」の結果として「限定否定」（A3）を要すると言い、

そのためホルクハイマーは、人間の自律性を回復するためには,客観的理性による自然と人間

との宥和という観点によらねばならない（H5）とも言う。 

  一方で、社会の文明化への啓蒙思想は、西洋近代における社会の民主制を形作ることに成

功し外形的に成立させたが、しかしその中身は「公」としての活動を失い、かわて、富を蓄えるこ

とに向かわせる「労働」に大きな価値を置くことになった（HA4）。そして、それに向かう同様・同質な
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行動が、文明的啓蒙として普遍化した（HA5）。そのように人々が啓蒙から逃れ自由で自律するた
．．．．．．．．

め
．
には、絶えず、道具的理性を実定法の下で駆使される一握りの権威・権力者による啓蒙の網

にかからないことである。 

 ミシェル・フーコーが「権力のダイナミクスはわれわれの思考に深く影響する。権力の階段を上

るにつれて、われわれの内なる議論はねじ曲げられ、他者への自然な共感は否定されるように

なる。自らの行動が及ぼす影響など気にかけず、お構いなしに実行するようになっていくのだ」

と言うように、である。 

 すなわち、道具的理性による社会の人間関係が権威・権力的な構造を形成することにより、必

然として、個々人の自由やその自律を阻害する傾向を増大させ、自らの社会とその中に棲む

人々から、筆者（上草）が言う「自然法源」を強奪することになる。 

 しかし、その啓蒙に慣れ切った人々は、それへの気付きが薄れ、それ程に他者の道具的理性

が創る啓蒙に従順になっている、と言うことになる。 

 それこそが、文明化が啓蒙により創り上げられることのプロセスであると考えられるのであり、そ

の傾向が強化された文明社会ほど、創られる社会の変化は大きくなるものの、人々の自律的自

由による基本的充足感は剥奪される傾向を強くし、社会の中身は空疎になる。 

 

文明の心理学的認識   哲学（的）理性によっても、理性の下で行為された事象を究極的に探

ることは、所詮トートロジーに終わるしかないと、フランクフルト学派第 2 世代のハーバーマスが

考え、コミュニケーション相互理論に向かった。しかし、次善の策としては心理学的探究を行い、

前述のように、それが「自然」状態を顕しているか否かに委ねなければならない。 

 本稿で述べた文明の創造には、多数の啓蒙する者がいたのであり、その啓蒙した者は、何ら

かの社会的権威や権力を有した者であるはずでもある。 

 仮に、そのような者が自らの道具的理性を社会的に発揮しようとする場合、その結果が社会的

に称賛される結果を示す場合もあるが、多くは権力的で恣意的行為に出る場合が多いし、それ

を自律的に抑制することは極めて困難である。世界における社会の文明化は心理学的に説明

できるとノースウエスタン大学、社会心理学者の A・ガレンスキーが言う（例えば「Friend&Foe」電

子 book、2015.9）。 

 ガレンスキーの研究結果は、権力者の一般的傾向として、対象に対する視野が狭く、ステレオ

タイプな観察をし易く、他者の眼で物を見、考えることが困難であることを証明している。そして、

自分が権力を手にしていると感じると、倫理的な過ちを犯し、それを正当化しやすい傾向をもつ、

と言う。これはごく常識的に肯首できる結論である。 

 それを換言すれば、権力者が対象を見た場合、それが自分の道具として有効か否かと判断し

易く、自らの選好と効用の大きさを測リ易いのだと考えることができる。そのような推論からさらに、

17 世紀の近代文明化以降、充分に機械文明化され複雑な資本主義的組織の内に棲む現代

人一般も、程度の差はあれすでに遍く、そのような権威者・権力者然となっている、と考えること

ができる。そのような文明的状況における人々の心理学的状態は、個人主義はむろん利己的
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で反自然的な形態を強めるであろうし、それは同時に、社会形成を歪曲化し、その不安定要因

を増加させることにもなる。 

 

文明の進歩の内実 ホルクハイマーが、科学合理的思考を神話と同じ啓蒙思想であると喝破し

たことは、さらに現代の「文明の進歩観」がその延長線上にあることと変わりないのであり、同様

に啓蒙思想であることになる。 

 現代文明の進歩は、①科学・技術、②資本主義経済、③民主主義の相互三位一体の関係で

築かれると考えられている。ただし、客観科学としての科学理論そのものは③の民主主義の理

念・概念と同様、そのものは一次的には道具的理性の外にある。ただし、それをもって権威・権

力を発揮する場合の背景となるときは道具的理性になりうる。 

 直接的に道具的理性となり得るのは①の科学を応用した技術と、②の資本主義経済における

各種プロセスであり、それは直接的に文明の進歩に寄与している。そのように両者は全く異質な

目的性を有している。さらに、①は②の道具的手段としての位置を占めるのであり、「文明の進

歩」は専ら資本主義経済の構造そのものの中に存在する。 

 さらに、そのような資本主義経済が産み落としたものは何か？ 

 T・ピケティの「21 世紀の資本主義」では、100 年以上前から今日までの「世界トップ所得デー

タベース」の分析から、各国にける所得水準の上位１％、５％、10％のグループに入る各所得と、

その国の総所得に占めるシェアから所得格差を計算した結果、第１、２次大戦後（当然その直

後）は格差が低下し、そしてそれを経過し、比較的安定した状況（日本では特に高度経済成長

後）では上昇する傾向を示した。その経緯は、文明化への過度な啓蒙が更なる経済的豊かさを

希求し、権威・権力的立場にある者が道具的理性により庶民を戦争参加へ啓蒙したが、戦後に

格差が縮小し、見かけ上、民主的な状況を示したことは皮肉な巡り合わせである。 

  さて、資本主義経済では一般に、資本家が株式・債券などへ資本投資することによる資本収

益率が経済成長率より大きいことを要する。それがそもそも所得格差を拡大する要因になるが、

それは必然的に、更なる拡大により大部分が庶民である低所得者の購買意欲は薄れ、消費の

循環が滞る傾向を見せる。結果としてそれは、投資先を減少させることになり、景気の低迷は加

速する。世界的不況状態にある現在がまさにそれにあたり、道具的理性を用いて、富獲得なる

限りない効用を求めた結果、社会は不安定な状況を増大する可能性を大きくする。 

  以上は、社会が道具的手段になる限り、常に、崩壊の危険に遭遇せざるを得ないのであり、

「文明の進歩」に伴う社会構造の複雑化は、人々の判断力を削ぎ、心理的にそれを加速化させ

る可能性を大きくする。まさに、啓蒙による「思う壺」である。 

 その意味で、アドルノが喝破したように、神話世界と近代以降の科学合理性による社会が、道

具的理性による啓蒙された結果である限り、現代文明社会もその延長線上にあることは当然で

ある。 

 ここに、現代哲学における認識論では、その考察対象そのものが自然化可能かが問われるの

であり、かつ、人間（の道具的）理性は自然支配という観点から生まれたために、その自律性を
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喪失し、自然支配を生じたとホルクハイマーも言うように（H4）、道具的理性による啓蒙社会を自然

化に導く論理の形成は、極めて困難である。それゆえ、文明の進歩とそのプロセスの多くは非

自然的であると言わねばならない。 

 そして、その循環が現代の啓蒙思想として促進されつつあると認識できるのであり、換言すれ

ば、道具的理性が現代で犯す「野蛮」の原因である、と言うことができるであろう。その結果、文

明の進歩観は無条件に信頼を置くことができないし、ましてや、「経済成長」を国家の標語に掲

げることは危険極まりないことになる。 

 そのことは、経済成長がなければ資本主義も民主主義も崩壊するかの現代の啓蒙の下で、経

済のために生得的な自由と自律の多くを失うことほど愚かなことはない。それは、動かざる自然

としての真理と、理性による行為が許されるものとを、人類は分別すべきであると言うことになる。

この場合の自然的真理に「自然法源」も含まれることになる。 

 さて、本稿 2-2 において、日本社会の文化基底に「世間」概念があり、それを A・センのケイパ

ビリティーの観点から検討したが、以下ではさらにフロムの「社会的性格」の観点で検討を深め

たい。 

 

日本の社会的性格  日本のそれは、江戸の鎖国社会に培ってきた文化としての社会的性格

（魂）が、西洋文明（器）に移入・移植しようとしたが、現在に至るまで、その整合性は採れている

ように見えず、それが成功しているように見えないと言う問題がある。第二次大戦後のアメリカ経

由の民主制の導入により、実定法として取り入れているものの、いわゆる日本的性格（魂）との

不整合性は、一連の政治状況に対する民間の各種アンケート結果をみるかぎり、その多くで意

見を保留する割合が常に多いことから、市民が自主自律的行為としての自由な自己決定的発

言を控えている傾向に現れている。（態度の否決定性） 

 そのような日本の社会的性格が何かは、これまで筆者が懸念してきた論点であるが未だ決定

的に得心できる解決がなされていない。 

 それをフロムの議論を参考にするなら、まず筆者が（公共主義社会(14).2015.9）で論じたよう

に、日本社会の近代以前は少なくとも「世間概念」で形成されていた、という論点に戻らねばな

らない。 

 すなわち、日本社会の性格を顕す「世間」概念は、近代以降に築かれた民主主義的現代法

に替るものであった、ことにある。それは現代法が成文法であるのに対し、不文法であると言う特

徴がある。 

 成文法に対する不文法の特徴は、社会の構成員が暗黙のうちに相互了解している、いわゆる

社会常識化された法であると言うことができる。それゆえ、不文法が成文法に劣ることはない。

むしろ、明治期における歴史的経過から考える限り、不文法が成立し難い状況が生じたため、

成文法に向かわざるを得なかったと解釈できる。 

 その意味で、現代社会においても不文法は潜在的に存在するが、日本の近代以前はまさに

不文法としての「世間」概念で律っせられていた。ただし、その世間を象徴するものとして天皇の
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存在が必要であった。これは詭弁として受け取られる可能性がある。 

 しかし、アジア初の明治憲法は当時のドイツ・プロイセン憲法に範をとったが、最終的にはその

法的欠陥として軍に対する文民統制が実効せず、3 つの大戦を生じることになった。第二次大

戦後に連合国総司令官マッカーサーが天皇制廃止を考えたが、当時の敗戦国側の吉田首相

が、天皇制を廃止することは国体を瓦解することだと、強く抗議した結果、それを免れた経緯が

ある。 

 それはすなわち、天皇制の廃止が国体を瓦解するほどに、「世間」としての不文法の消滅を恐

れたからである、と解釈できるのである。したがって、日本の天皇制は、形式上はシンボルに過

ぎないが、「世間」なる不文法としての、実質的なシンボルであると考えることができる。 

 ただし、その「世間」概念は、戦後の高度経済成長期に表向き瓦解され、かと言って、理想化

されて成立した新憲法による法が、社会的公正に行使されているか否かは、現今の政治状況

その他をみる限り、否と言わねばならない。 

すなわち、現在の「日本社会の性格」は、日本人の不文法的文化としての「世間」概念、欧米

移入の文明的成文法の不完全な行使による、概念的混乱状況がもたらしているに違いない。 

それら両概念の整合性を明治以来、今日に至るまで果たしていないことに、日本人の多くは

気づいていないと考えられる。その困難な課題の整理しない限り、日本における厚生的に均衡

な社会を形成することは困難であると考えられる。これは、文明批評家としての夏目漱石が

1911 年和歌山での講演「現代日本の開花」（「私の個人主義」講談社文庫、1978）における、文

明開花による日本社会の社会的難問として提示したのに始まる。しかし、本稿ではそれに対し、

分析的に明示化しえたとは言え、その解消方法についてはいまだ未知であると言わねばならな

い。 

 

  

あとがき 

 

本稿では、筆者が提唱した「自然法源」概念を背景とした、安定した社会の形成条件の一部

を検討したことになる。 

 したがって、そのように比較的安定した社会は、自然法源に沿って生きざるをえない自然の各

種生物社会に範例をとることができるのである。その原初的理由が、自然界の生物がダーウイ

ンの言うように弱肉強食の食物連鎖による厳しい世界に投げ込まれているゆえに、少なくとも、

個々の生物は自らの社会で結束し、安定した生を営まねばならないからであろう。 

 理性の駆使により、食物連鎖の頂点に立ったかの人類は必然的に、人類同士の競争を始め

自らの種の存立さえも危うくさせる、矛盾に向き合っているが、誰しもそれに気づかないように、

平和への策を弄し続けている. 

 それゆえ、そのような人類を自然生物社会に近づけ「民主主義の実現」の方策など、にわかに

考えつくなどは困難である。 
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 そのため、本稿における人間の文明的存在の認識の下で、如何なる望ましい社会があリえる

かを探索し、検討することにより、何らかのヒントが生じうる可能性がある。その手掛かりとする社

会は、江戸期の庶民社会があり、西洋には北欧諸国とオランダ、ドイツ、スイス、そして貧しいが

比較的安定した社会を創っている母系的少数民族を探索する必要があろう。その検討により、

現実的で望ましい社会像が浮びあがる可能性に期待したい。 
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